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電子帳簿保存法改正への対応について
特 集 1

　経済社会のデジタル化を踏まえ、経理の電子化による生産性の向上、記帳水準の向上等
に資するため、令和 ３年度の税制改正において、「電子計算機を使用して作成する国税関
係帳簿書類の保存方法等の特例に関する法律（平成１０年法律第２５号。以下「電子帳簿保存
法」といいます。）」の改正等が行われ（令和 ４年 １月 １日施行）、帳簿書類を電子的に保
存する際の手続等について、抜本的な見直しがなされました。
　本特集では、具体的な改正事項や実務上のポイントについてご紹介します。

　電子帳簿保存法とは、各税法で原則紙での
保存が義務づけられている帳簿書類について
一定の要件を満たした上で電磁的記録（電子
データ）による保存を可能とすること及び電
子的に授受した取引情報の保存義務等を定め
た法律です。
　電子帳簿保存法上、電磁的記録による保存
は、大きく下記の３種類に区分されています。
⑴　電子帳簿等保存
　　会計ソフト等で電子的に作成した帳簿
や、電子的に作成した国税関係書類等をデ
ータのまま保存するもの
⑵　スキャナ保存
　　紙で受領・作成した書類を画像データで
保存するもの
⑶　電子取引
　　電子的に授受した取引情報をデータで保
存するもの

２ . 電子帳簿保存（区分⑴）に関する改正事項２ . 電子帳簿保存（区分⑴）に関する改正事項
１ 　税務署長の事前承認制度が廃止されました
　　これまで、電子的に作成した国税関係帳
簿を電磁的記録により保存する場合には、
事前に税務署長の承認が必要でしたが、事
業者の事務負担を軽減するため、事前承認
は不要とされました。
　　（電子的に作成した国税関係書類を電磁
的記録により保存する場合についても同様
です。）

２ 　優良な電子帳簿に係る過少申告加算税の
軽減措置が整備されました

　　一定の国税関係帳簿（注 １）について優
良な電子帳簿の要件（注 ２）を満たして電
磁的記録による備付け及び保存を行い、本
措置の適用を受ける旨等を記載した届出書
をあらかじめ所轄税務署長に提出している
保存義務者について、その国税関係帳簿
（優良な電子帳簿）に記録された事項に関
し申告漏れがあった場合には、その申告漏
れに課される過少申告加算税が ５％軽減さ
れる措置が整備されました。

　　（申告漏れについて、隠蔽し、又は仮装
された事実がある場合には、本措置の適用
はありません。）

１ . 電子帳簿保存法の概要１ . 電子帳簿保存法の概要

令和 ４年 １月 １日以後に法定申告期限が到
来する国税について適用

令和 ４年 １月 １日以後に備付けを開始する
国税関係帳簿又は保存を行う国税関係書類
について適用

（注 １）一定の国税関係帳簿とは、所得税
法・法人税法に基づき青色申告者（青色
申告法人）が保存しなければならないこ
ととされる総勘定元帳、仕訳帳その他必
要な帳簿（売掛帳や固定資産台帳等）又
は消費税法に基づき事業者が保存しなけ
ればならないこととされている帳簿をい
います。

（注 ２）電子帳簿の保存要件の概要（次頁）
の“優良”の要件をご確認ください。

３ 　最低限の要件を満たす電子帳簿について
も、電磁的記録による保存等が可能となり
ました

　　正規の簿記の原則（一般的には複式簿
記）に従って記録されるものに限られま
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す。他の要件については、電子帳簿の保存
要件の概要（下記）の“その他”の要件を
ご確認ください。

　令和 ４年 １月 １日以後に備付けを開始す
る国税関係帳簿について適用

電子帳簿の保存要件の概要

実務上のポイント

保存要件概要 帳簿 書類優良 その他
記録事項の訂正・削除を行った場合には、これらの事実及び内容を確認でき
る電子計算機処理システムを使用すること ○ － －

通常の業務処理期間を経過した後に入力を行った場合には、その事実を確認
できる電子計算機処理システムを使用すること ○ － －

電子化した帳簿の記録事項とその帳簿に関連する他の帳簿の記録事項との間
において、相互にその関連性を確認できること ○ － －

システム関係書類等（システム概要書、システム仕様書、操作説明書、事務
処理マニュアル等）を備え付けること ○ ○ ○

保存場所に、電子計算機（パソコン等）、プログラム、ディスプレイ、プリ
ンタ及びこれらの操作マニュアルを備え付け、記録事項を画面・書面に整然
とした形式及び明瞭な状態で速やかに出力できるようにしておくこと

○ ○ ○

検
索
要
件

① 取引年月日、取引金額、取引先により検索できること ○ － －※３

② 日付又は金額の範囲指定により検索できること ○※１ － －※３

③ ２ 以上の任意の記録項目を組み合わせた条件により検索できること ○※１ － －
税務職員による質問検査権に基づく電磁的記録のダウンロードの求めに応じ
ることができるようにしていること －※１ ○※ ２ ○※ ３

※ １ 　検索要件①～③について、保存義務者が、税務職員による質問検査権に基づく電磁的記録のダウンロードの求めに応
じることができるようにしている場合には、②③の要件が不要。

※ ２　“優良”の要件を全て満たしているときは不要。
※ ３　取引年月日その他の日付により検索ができる機能及びその範囲を指定して条件を設定することができる機能を確保し
ている場合には、税務職員による質問検査権に基づく電磁的記録のダウンロードの求めに応じることができるようにし
ておくことの要件が不要。

【対象となる帳簿は？】

【対象となる書類は？】

◆自己がコンピュータを使用して作成する帳簿
（例）仕訳帳、総勘定元帳、経費帳、売上帳、仕入帳など
　※　一部の帳簿のみを電子データによって保存することもできます。
　　（例：仕訳帳と総勘定元帳を電子データで保存し、他の帳簿は紙で保存する。）
　※　作成する過程で一部を手書きで記録するなど、一貫してコンピュータを使用して作成しない帳簿につ

いては、この制度の適用は受けられません。
　※　過少申告加算税の軽減措置の適用を受けるためには、青色申告者が保存しなければならないこととさ

れる仕訳帳、総勘定元帳その他必要な帳簿の全てについて、優良な電子帳簿の要件に従って保存等を行
う必要があります。

◆自己がコンピュータを使用して作成する決算関係書類
　（例）損益計算書、貸借対照表など
◆自己がコンピュータを使用して作成して取引相手に交付する書類の写し
　（例）見積書、請求書、納品書、領収書などの“控え”
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【必要な手続は？】
◆電子帳簿の開始に当たって、特別な手続は、必要ありません。
　令和 ４年 １月 １日以後は、事前に税務署長の承認を受ける必要もなく、任意のタイミングで始められま
す。ただし、帳簿の電子保存については、原則、課税期間の途中から適用することはできません。
　優良な電子帳簿に係る過少申告加算税の軽減措置等の適用を受けるためには、所轄税務署長宛、あらかじ
め（※）、届出書を提出する必要があります。
　（※）軽減措置等の適用を受けようとする国税の法定申告期限までに、その届出書を提出した場合には、

あらかじめ、提出があったものと取り扱います。
◆要件を満たすかどうか確認するための認証制度及び相談窓口があります。
　市販のソフトウェア等で機能要件を満たすと認証を受けた製品には、公益社団法人日本文書情報マネジメ
ント協会（JIIMA）の認証マークが付されています。また、独自開発されるシステムを対象に税務署及び国
税庁に事前相談窓口を設けています。

３ . スキャナ保存（区分⑵）に関する改正事項３ . スキャナ保存（区分⑵）に関する改正事項
１ 　税務署長の事前承認制度が廃止されました

２　タイムスタンプ要件、検索要件等につい
て、次のとおり要件が緩和されました
　⑴　タイムスタンプの付与期間が、記録事
項の入力期間と同様、最長約 ２か月と概
ね ７営業日以内とされました。

　⑵　受領者等がスキャナで読み取る際の国
税関係書類への自署が不要とされました。

　⑶　電磁的記録について訂正又は削除を行
った場合に、これらの事実及び内容を確
認することができるクラウド等（注 １）
において、入力期間内にその電磁的記録
の保存を行ったことを確認することがで
きるときは、タイムスタンプの付与に代
えることができることとされました。

　　（注 １）訂正又は削除を行うことができ
ないクラウド等も含まれます。

　⑷　検索要件の記録項目について、取引年
月日その他の日付、取引金額及び取引先
に限定されるとともに、税務職員による
質問検査権に基づく電磁的記録のダウン
ロードの求めに応じる場合には、範囲指
定及び項目を組み合わせて条件を設定で

令和 ４年 １月 １日以後に行うスキャナ保存
について適用

きる機能の確保（前頁帳簿の検索要件②
及び③に相当する要件）が不要となりま
した。

３ 　適正事務処理要件（注 ２）が廃止されま
した

　（注 ２）相互けん制、定期的な検査及び再
発防止策の社内規程整備等のことをいい
ます。

令和 ４年 １月 １日以後に行うスキャナ保存
について適用

令和 ４年 １月 １日以後に行うスキャナ保存
について適用

令和 ４年 １月 １日以後に法定申告期限等が
到来する国税について適用

４ 　スキャナ保存された電磁的記録に関連し
た不正があった場合の重加算税の加重措置
が整備されました

　　適正な保存を担保するための措置とし
て、スキャナ保存が行われた国税関係書類
に係る電磁的記録に関して、隠蔽し、又は
仮装された事実があった場合には、その事
実に関し生じた申告漏れ等に課される重加
算税が１０％加重される措置が整備されまし
た。
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４ . 電子取引（区分⑶）に関する改正事項４ . 電子取引（区分⑶）に関する改正事項

【対象となる書類は？】

【「スキャナ」とは？】

【必要な手続は？】

◆取引相手から受け取った書類
◆自己が作成して取引相手に交付する書類の写し
　（例）契約書、見積書、注文書、納品書、検収書、請求書、領収書、など

◆書面を電子データに変換する入力装置のうち次の要件を満たすもの
○　解像度：２００dpi（A ４ サイズで約３８７万画素相当）
　以上による読み取りができること
○　色調：カラー画像※による読み取りができること
　※　資金や物の流れに直結しない「一般書類」を保
　　存する場合には、グレースケール画像でも可

◆スキャナ保存の開始に当たって、特別な手続は、原則（※）必要ありません。
　令和 ４年 １月 １日以後は、事前に税務署長の承認を受ける必要もなく、任意のタイミングで始められま
す。また、スキャナ保存は書類の種類ごとに行うことができます。
　（※）　過去分重要書類のスキャナ保存には、届出書を提出する必要があります。
◆要件を満たすかどうか確認するための認証制度及び相談窓口があります。
　（Ｐ ４と同様）

スマホや
デジカメも
OK

１ 　タイムスタンプ要件及び検索要件につい
て次のとおり要件が緩和されました
　　タイムスタンプ要件に係るタイムスタン
プの付与期間及び検索要件に係る検索項目
について「スキャナ保存（区分⑵）に関す
る改正事項」の ２⑴と⑷と同趣旨の改正が
行われたほか、基準期間（注）の売上高が
１，０００万円以下である方（小規模な事業者）
について、税務職員による質問検査権に基
づく電磁的記録のダウンロードの求めに応
じることができるようにしている場合に
は、検索要件の全てが不要とされました。
令和 ４年 １月 １日以後行う電子取引につい
て適用

令和 ４年 １月 １日以後行う電子取引につい
て適用（注）

　（注）「基準期間」とは、個人事業者につい
ては電子取引が行われた日の属する年の
前々年の １月 １日から１２月３１日までの期
間をいい、法人については電子取引が行
われた日の属する事業年度の前々事業年
度をいいます。

２ 　適正な保存を担保する措置として、次の
見直しが行われました

　⑴　申告所得税及び法人税における電子取
引の取引情報に係る電磁的記録につい
て、その電磁的記録の出力書面等の保存
をもってその電磁的記録の保存に代える
ことができる措置は、廃止されました。

　　※　消費税における電子取引の取引情報
等に係る電磁的記録については、引き
続き出力書面による保存が可能です。

　（注）令和 ５年１２月３１日までに行う電子取
引については、保存すべき電子データを
プリントアウトして保存し、税務調査等
の際に提示・提出できるようにしていれ
ば差し支えありません（事前申請等は不
要）。令和 ６年 １月からは保存要件に従
った電子データの保存が必要ですので、
そのために必要な準備をお願いします。

実務上のポイント
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　⑵　電子取引の取引情報に係る電磁的記録
に関して、隠蔽し、又は仮装された事実
があった場合には、その事実に関し生じ 令和 ４年 １月 １日以後に法定申告期限が到

来する国税について適用

た申告漏れ等に課される重加算税が１０％
加重される措置が整備されました。

【保存すべき電子データは？】

【どのように保存する必要があるのか？】

【検索機能を確保する簡易な方法について】

【改ざん防止のための措置について】

◆紙でやりとりしていた場合に保存が必要な情報が含まれる電子データ
（例）請求書、領収書、契約書、見積書など
※　受け取った場合だけでなく、送った場合についても保存が必要です。
※　例えば、電子メールの本文・添付ファイルで請求書に相当する情報をやりとりした場合や、WEB上で
おこなった備品等の購入に関する領収書に相当する情報がサイト上でのみ表示される場合には、それぞれ
の電子データを保存する必要があります。（PDFやスクリーンショットによる保存も可）

◆改ざん防止のための措置をとる
　「タイムスタンプ付与」や「履歴が残るシステムでの授受・保存」といった方法以外にも「改ざん防止の
ための事務処理規程を定めて守る」でも構いません。
　（次頁「電子取引の保存要件」を参照）
◆「日付・金額・取引先」で検索できるようにする
　専用システムを導入していなくても、①索引簿を作成する方法や、②規則的なファイル名を設定する方法
でも対応が可能です。
　※　 ２年（期）前の売上が１，０００万円以下であって、税務調査の際にデータのダウンロードの求め（税務

職員への提示等）に対応できる場合には、検索機能の確保は不要です。
◆ディスプレイ・プリンタ等を備え付ける

　以下のいずれかの方法でも、検索機能を確保していることと
なります。

◆表計算ソフト等で索引簿を作成する方法
　表計算ソフト等で索引簿を作成しておくことで、表計算ソフ
ト等の機能を使って検索する方法です。

◆規則的なファイル名を付す方法
　データのファイル名に規則性をもって「日付・金額・取引
先」を入力し、特定のフォルダに集約しておくことで、フォル
ダの検索機能が活用できるようにする方法です。
（例）２０２１年 １ 月３１日㈱霞商店からの１１０，０００円の請求書なら
「２０２１０１３１_１１００００_ ㈱霞商店」
※　税務調査の際に、税務職員からデータのダウンロードの求
めがあった場合には、上記のデータについて提出してください。

◆システム費用等をかけずに導入できる“改ざん防止のための事務処理規程”については、
国税庁HPでサンプルを公表しています。
※　Word ファイルで公表していますので、ひな形としてご活用いただけます。

［イメージ］ ［イメージ］
通番 日付 金額 取引先 備考 ● 20210131̲110000̲㈱霞商店.pdf

1 20210131 110000 ㈱霞商店 請求書 ○ 20210210̲330000̲国税⼯務店㈱.msg
2 20210210 330000 国税⼯務店㈱ 注文書 ● 20210228̲330000̲国税⼯務店㈱.pdf
3 20210228 330000 国税⼯務店㈱ 領収書 ○ 20211217̲220000̲㈱霞商店.msg

…
49 20211217 220000 ㈱霞商店 請求書
50 20211227 55000 国税⼯務店㈱ 領収書

［イメージ］ ［イメージ］
通番 日付 金額 取引先 備考 ● 20210131̲110000̲㈱霞商店.pdf

1 20210131 110000 ㈱霞商店 請求書 ○ 20210210̲330000̲国税⼯務店㈱.msg
2 20210210 330000 国税⼯務店㈱ 注文書 ● 20210228̲330000̲国税⼯務店㈱.pdf
3 20210228 330000 国税⼯務店㈱ 領収書 ○ 20211217̲220000̲㈱霞商店.msg

…
49 20211217 220000 ㈱霞商店 請求書
50 202112227 55000 国税⼯務店㈱ 領収書

実務上のポイント
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電子取引の保存要件
　下記要件のうち下線を付した部分が、令和 ３年度税制改正により変更があった箇所です。

【市販のソフトウェア等を使用する方への参考資料】

◆電子取引データの保存については、専用システムやソフトウェア等をご用意いただかなくても対応いただ
けますが、保存や検索などが効率的にできるソフトウェア等も販売されています。
◆要件を満たしたソフトウェア等か確認するための認証制度があります。
　（P ４ と同様）

電
子
取
引
の
保
存
要
件

真
実
性
の
要
件

以下の措置のいずれかを行うこと
①タイムスタンプが付された後、取引情報の授受を行う
②取引情報の授受後、速やかに（又はその業務の処理に係る通常の期間を経過した後、速やか
に）タイムスタンプを付すとともに、保存を行う者又は監督者に関する情報を確認できるよ
うにしておく

③記録事項の訂正・削除を行った場合に、これらの事実及び内容を確認できるシステム又は記
録事項の訂正・削除を行うことができないシステムで取引情報の授受及び保存を行う

④正当な理由がない訂正・削除の防止に関する事務処理規程を定め、その規定に沿った運用を
行う

可
視
性
の
要
件

保存場所に、電子計算機（パソコン等）、プログラム、ディスプレイ、プリンタ及びこれらの
操作マニュアルを備え付け、画面・書面に整然とした形式及び明瞭な状態で速やかに出力でき
るようにしておくこと
電子計算機処理システムの概要書を備え付けること
検索機能※を確保すること
※　帳簿の検索要件①～③に相当する要件（ダウンロードの求めに応じることができるように
している場合には、②③不要）保存義務者が小規模な事業者でダウンロードの求めに応じる
ことができるようにしている場合には、検索機能不要
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雇用関係・労働条件等関係助成金のご案内
特 集 ２

Ⅰ　雇用関係助成金のご案内Ⅰ　雇用関係助成金のご案内
　雇用の安定、職場環境の改善、仕事と家庭の両立支援、従業員の能力向上などに、ぜひ、ご活用
ください。

支 給 申 請 期 間

中小企業事業主等の範囲

受給対象となる事業主（事業主団体を含む）
・雇用保険適用事業所の事業主
・期間内に申請を行う事業主
・支給のための審査に協力する事業主

審査への協力の具体例
・審査に必要な書類を整備・保管する。
・都道府県労働局・ハローワーク・（独）高齢 ･障
害 ･求職者雇用支援機構から書類の提出を求めら
れたら応じる。

・都道府県労働局・ハローワーク・（独）高齢 ･障
害 ･求職者雇用支援機構の実地調査に応じる。

　実際に助成金を受給するためには、各助成金の個別の要件も満たす必要があります。

・助成金の支給申請期間は、原則申請が可能となった日から ２か月以内です。

○雇用関係助成金における「中小企業事業主」の範囲は、以下のとおりです。
資本金の額・出資の総額 常時雇用する労働者の数

小売業（飲食店を含む） ５，０００万円以下
ま
た
は

５０人以下
サービス業 ５，０００万円以下 １００人以下
卸売業 １億円以下 １００人以下
その他の業種 ３億円以下 ３００人以下

資本金の額・出資の総額 常時雇用する労働者の数
ゴム製品製造業※ ３億円以下

ま
た
は

９００人以下
ソフトウェア業または
情報処理サービス業 ３億円以下 ３００人以下

旅館業 ５，０００万円以下 ２００人以下

※医療法人などで資本金・出資金を有している事業主についても、上記の表の「資本金の額・出資の総額」
　または「常時雇用する労働者の数」により判定します

※自動車・航空機用のタイヤ、チューブ製造業や工業用ベルト製造業を除く。

○ただし、以下の助成金については、範囲が異なります。

〈人材確保等支援助成金（中小企業団体助成コース）〉
　上記の表に加えて、以下の表の「資本金の額・出資の総額」か「常時雇用する労働者の数」のい
ずれかを満たす企業等も「中小企業者」に該当
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過去に「雇用調整助成金」等の助成金を受給した事業主の皆さまへ

生産性要件について

雇用関係助成金に関するお問い合わせ先
都道府県労働局、公共職業安定所（ハローワーク）、

（独）高齢 ･障害 ･求職者雇用支援機構　都道府県支部高齢 ･障害者業務課等

　毎月勤労統計調査の事案による再計算により、過去に「雇用調整助成金」等の助成金を受給した
事業主で追加支給の対象になる方に「お知らせ」の送付、お申し出の受付を行っています。
・平成２３年度から平成３０年度に受給し、労働局で追加支給の対象となることが確認できた事業主の
方に対し、「お知らせ」を送付しています。
・平成１６年度から平成２２年度に受給し、一定の要件に該当する場合に、追加支給の対象となる可能
性がありますので、当時受給していたことを確認できる書類をお持ちの場合は、関係書類ととも
にお申し出をお願いします。必要な書類等、詳細についてはホームページをご覧ください。
　https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/００００１２１４３１_０００３６.html
　▶毎月勤労統計調査に係る雇用・労災保険等の追加給付等に関するホームページ

　労働関係助成金は、助成金を申請する事業所が、次の方法で計算した「生産性要件」を満たして
いる場合に、助成の割増等を行います。
⑴　助成金の支給申請を行う直近の会計年度における「生産性」が、
　・その ３年度前（※ １）に比べて ６％以上伸びていることまたは、
　・その ３年度前（※ １）に比べて １％以上（ ６％未満）伸びていること（※ ２）
※ １　 ３年度前の初日に雇用保険適用事業主であることが必要です。また、会計期間の変更などにより、会計

年度が １年未満の期間がある場合は、当該期間を除いて ３年度前に遡って算定を行います
※ ２　この場合、金融機関から一定の「事業性評価」を得ていること（一部の助成金を除く）
　　☞「事業性評価」とは、都道府県労働局が、助成金を申請する事業主の承諾を得たうえで、事業の見立て

（市場での成長性、競争優位性、事業特性および経営資源・強み等）を与信取引等のある金融機関に照
会し、その回答を参考に、割増支給等の判断を行うものです。

　　　　なお、「与信取引」とは、金融機関から借入を受けている場合の他に、借入残高がなくとも、借入限
度額（借入の際の設定上限金額）が設定されている場合等も該当します。

⑵　「生産性」は、次の計算式によって計算します。

※ ３　付加価値とは、企業の場合、営業利益＋人件費＋減価償却費＋動産・不動産賃借料＋租税公課の式で算
定され、直近の会計年度もその ３年度前もプラスであることが必要です。

　　　なお、企業会計基準を用いることができない事業所については、厚生労働省のホームページを参照いた
だくか管轄の都道府県労働局にお問い合わせください。

生産性 ＝ 付加価値（※ ３）
雇用保険被保険者数

　・なお、ここでいう「人件費」は、従業員の給与や退職金等であり、役員報酬等は含めません。
　・また、「生産性要件」の算定の対象となった期間中に、事業主都合による離職者を発生させて
いないことが必要です。

詳しくは厚生労働省HP「事業主の方のための雇用関係助成金」をご参照ください
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/koyou/kyufukin/index.html
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雇用関係助成金一覧
※助成金の財源は事業主拠出の雇用保険二事業です。★は障害者雇用納付金制度、☆は財源の一部が一般会計の助成金です。◆は、生
産性要件（一部成長性要件）を付与する助成金です。生産性要件を満たす場合の助成額は〈　〉で記載しています。
※記載されている内容は概要です。詳細については、下記の問い合わせ先にお尋ねください。

【問い合わせ先】　　富山労働局職業対策課助成金センター� TEL　０７６－４３２－９１６２
　　　　　　　　　 （独）高齢・障害・求職者支援機構　富山支部� TEL　０７６６－２６－１８８１

Ａ．雇用維持関係の助成金

Ｂ．再就職支援関係の助成金

１　雇用調整助成金� 【労働局】
　景気の変動、産業構造の変化などの経済上の理由により
事業活動の縮小を余儀なくされた場合（※ １）に、休業、
教育訓練、または出向（※ ２）によって、その雇用する労
働者の雇用の維持を図る事業主に対して助成
（※ １）売上高または生産量などの事業活動を示す指標の

最近 ３か月間の月平均値が、前年同期に比べ１０％
以上減少していること等

（※ ２） ３か月以上 １年以内の出向に限る

【休業・教育訓練の場合】
　休業手当等の一部助成 ２ / ３ 〔中小企業以外 １ / ２ 〕
　教育訓練を行った場合は、教育訓練費を １人 １日あたり１，２００円
加算
【出向の場合】
　出向元事業主の負担額の一部助成 ２ / ３ 〔中小企業以外 １ / ２ 〕

２ 　産業雇用安定助成金� 【労働局】
　新型コロナウイルス感染症に伴う経済上の理由により、
事業活動の縮小を余儀なくされた場合（※ １）に、雇用の
維持を図るため、出向（※ ２）によって、その雇用する労
働者を送り出す事業主、または、当該労働者を受け入れる
事業主に対して助成
（※ １）売上高または生産量などの事業活動を示す指標の

最近 １か月間の値が、前年同期に比べ ５％以上減
少していること等

（※ ２） １か月以上 ２年以内の出向に限る（助成対象期間
は１２か月）

【出向運営経費】
　出向元事業主および出向先事業主に対して、出向労働者の出向期
間中に要する賃金および諸経費の一部を助成 ４ / ５ 〔中小企業以外
２ / ３ 〕（※ １）（ １人 １日あたり出向元・先の計１２，０００円を上限）
（※ １）出向元事業主が解雇等を行っていない等、雇用の維持に取

り組んでいる場合には、 ９ /１０〔中小企業以外 ３ / ４ 〕。独
立性が認められない事業主間の出向の場合には、２ / ３ 〔中
小企業以外 １ / ２ 〕

【出向初期経費】
　出向元事業主および出向先事業主に対して、出向に要する初期経
費として １人あたり１０万円（※ ２）
（※ ２）出向元事業主および出向先事業主がそれぞれ一定の要件を

満たす場合には、１５万円。独立性が認められない事業主間
の出向の場合には、助成対象外です。

３ 　労働移動支援助成金� 【労働局】
３－Ⅰ　再就職支援コース
　事業規模の縮小等に伴い離職を余儀なくされる労働
者等に対して、再就職を実現するための支援を民間の
職業紹介事業者に委託等して行う事業主（再就職が実
現した場合に限る）に対して助成

【再就職支援】（ １人あたり上限６０万円）
　委託費用の １ / ２ 〔中小企業以外 １ / ４ 〕
　支給対象者４５歳以上　委託費用の ２ / ３ 〔中小企業以外 １ / ３ 〕
　特例区分（※）に該当する場合、
　委託費用の ２ / ３ 〔中小企業以外 １ / ３ 〕
　支給対象者４５歳以上　委託費用の ４ / ５ 〔中小企業以外 ２ / ５ 〕
　訓練を委託した場合、訓練実施に係る費用の ２ / ３ （上限３０万円）
　グループワークを委託した場合、 ３回以上実施で １万円を加算
【休暇付与支援】
　日額８，０００円〔中小企業以外５，０００円〕を支給（上限１８０日分）
　離職後 １か月以内に再就職を実現した場合、 １人あたり１０万円を
加算
【職業訓練実施支援】
　教育訓練施設等に訓練を直接委託した場合、訓練実施に係る費用
の ２ / ３ （上限３０万円）
（※）職業紹介事業者との間の委託契約が一定基準に合致し、か

つ、対象者が実際に良質な雇用に再就職した場合

３ －Ⅱ　早期雇入れ支援コース◆
　事業規模の縮小等に伴い離職を余儀なくされた労働
者等を離職日の翌日から ３か月以内に雇い入れた事業
主に対して助成

【早期雇入れ支援】（ １年度 １事業所あたり５００人上限）
　通常助成　　　　　 １人あたり３０万円
　優遇助成（※ １）　 １人あたり４０万円（注）
　優遇助成（賃金上昇区分）（※ ２）　 １人あたり６０万円
　（雇入れから ６か月経過後に４０万円、さらに ６か月経過後に２０万円）
（注）優遇助成について、新型コロナウイルス感染症の影響により事

業縮小等を行った事業所から離職した４５歳以上の者を、離職前
とは異なる業種の事業主が雇い入れた場合は４０万円を加算。
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【人材育成支援（※ ３）】
　通常助成
　　OJT　　訓練実施助成　８００円 / 時
　　Off-JT　賃金助成　９００円 / 時＋訓練経費助成（上限３０万円）
　優遇助成（※ １）
　　OJT　訓練実施助成　９００円 / 時
　　Off-JT　賃金助成　１，０００円 / 時＋訓練経費助成（上限４０万）
　優遇助成（賃金上昇区分）（※ ２）
　　OJT　訓練実施助成　１，０００円 / 時
　　Off-JT　賃金助成　１，１００円 /時＋訓練経費助成（上限５０万円）
　　（※ １）成長性に係る一定の基準に合致する事業所の事業主

が、事業再編等を行う事業所から離職者を雇い入れた
場合

　　（※ ２）優遇助成の要件を満たす事業所の事業主が、対象者の
採用 １年後に賃金アップした場合

　　（※ ３）早期雇入れ支援の対象者に対して、職業訓練を実施し
た場合に上乗せとして支給

Ｃ．転職・再就職拡大支援関係の助成金

Ｄ．雇入れ関係の助成金

４　中途採用等支援助成金� 【労働局】
４－Ⅰ　中途採用拡大コース◆
　中途採用者の雇用管理制度を整備したうえで中途採
用者の採用を拡大（①中途採用率の拡大、②４５歳以上
の方を初めて採用または③中途採用に係る情報公開を
行い、中途採用者数の拡大）させた事業主に対して助
成

【中途採用拡大助成】
　①の場合　５０万円（※ １）または７０万円（※ ２）
　　　　　　計画期間前の中途採用率が ０％の場合、上記額に１０万

円を上乗せ
　②の場合　６０万円または７０万円（※ ３）
　③の場合　３０万円（※ ４）
　　（※ １）中途採用率を２０ポイント以上向上させた場合
　　（※ ２）中途採用率を４０ポイント以上向上させた場合
　　（※ ３）６０歳以上の対象者を初採用した場合は７０万円を支給
　　（※ ４）中途採用者の １年後の定着に対して２０万円を上乗せ
【生産性向上助成（※ ５）】
　①の場合　〈２５万円〉
　②の場合　〈３０万円〉
　③の場合　〈１５万円〉
　　（※ ５）中途採用拡大に取り組む際に提出した中途採用計画の

開始日の前年度から ３年度経過後に申請し、生産性要
件を満たしていた場合（伸び率が ６％以上のみ）に支給

４ －Ⅱ　UIJ ターンコース
　東京圏からの移住者（※）を雇い入れた事業主に対
してその採用活動に要した経費の一部を助成
（※）地方創生推進交付金を活用して地方公共団体が

実施する移住支援事業を利用したUIJ ターン
者に限る

助成対象経費に １ / ３（中小企業は １ / ２ ）を乗じた額（上限１００万円）

５ 　特定求職者雇用開発助成金� 【労働局】
５－Ⅰ　特定就職困難者コース☆
　高年齢者（６０歳以上６５歳未満）や障害者などの就職
が特に困難な者を、ハローワークまたは民間の職業紹
介事業者等の紹介により、継続して雇用する労働者と
して雇い入れた（※）事業主に対して助成
（※）雇用保険一般被保険者として雇い入れ、対象労

働者の年齢が６５歳以上に達するまで継続して雇
用し、かつ、当該雇用期間が継続して ２年以上
であることが確実と認められること

【高年齢者（６０～６４歳）、母子家庭の母等】
　 １人あたり６０万円〔中小企業以外５０万円〕
　短時間労働者（※）は４０万円〔中小企業以外３０万円〕
【身体・知的障害者（重度以外）】
　 １人あたり１２０万円〔中小企業以外５０万円〕
　短時間労働者（※）は８０万円〔中小企業以外３０万円〕
【身体・知的障害者（重度または４５歳以上）、精神障害者】
　 １人あたり２４０万円〔中小企業以外１００万円〕
　短時間労働者（※）は８０万円〔中小企業以外３０万円〕
　（※） １週間の所定労働時間が２０時間以上３０時間未満の者（以下

同じ）
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５ －Ⅱ　生涯現役コース
　６５歳以上の離職者を、ハローワークまたは民間の職
業紹介事業者等の紹介により、 １年以上継続して雇用
する労働者として雇い入れた（※）事業主に対して助成
（※）雇用保険の高年齢被保険者として雇い入れ、 １

年以上継続して雇用することが確実であると認
められること

１ 人あたり７０万円〔中小企業以外６０万円〕
短時間労働者は５０万円〔中小企業以外４０万円〕

５ - Ⅲ　被災者雇用開発コース
　東日本大震災の被災地域における被災離職者等を、
ハローワークまたは民間の職業紹介事業者等の紹介に
より、 １年以上継続して雇用されることが見込まれる
労働者として雇い入れた（※）事業主に対して助成
（※）雇用保険の一般被保険者として雇い入れ、 １年

以上継続して雇用することが見込まれること

１ 人あたり６０万円〔中小企業以外５０万円〕
短時間労働者は４０万円〔中小企業以外３０万円〕

５ - Ⅳ　発達障害者・難治性疾患患者雇用開発コース
　発達障害者または難病患者を、ハローワークまたは
民間の職業紹介事業者等の紹介により、継続して雇用
する労働者として雇い入れた（※）事業主に対して助成
（※）雇用保険一般被保険者として雇い入れ、対象労

働者の年齢が６５歳以上に達するまで継続して雇
用し、かつ、当該雇用期間が継続して ２年以上
であることが確実と認められること

１ 人あたり１２０万円〔中小企業以外５０万円〕
短時間労働者は８０万円〔中小企業以外３０万円〕

５ - Ⅴ　就職氷河期世代安定雇用実現コース
　いわゆる就職氷河期に正規雇用の機会を逃したこと
等により、十分なキャリア形成がなされず、正規雇用
につくことが困難な者（※）を正規雇用労働者（短時間
労働者を除く）として雇い入れた事業主に対して助成
（※）次のいずれにも該当する者
　①雇入れ日現在の満年齢が３５歳以上５５歳未満の者
　②雇入れ日前直近 ５年間に正規雇用労働者として雇
用された期間を通算した期間が １年以下であり、
雇入れの日の前日から起算して過去 １年間に正規
雇用労働者として雇用されたことがない者

　③紹介日時点で失業状態の者または非正規雇用労働
者かつ、「ハローワークや職業紹介事業者等にお
いて、個別支援等の就労に向けた支援を受けてい
る者」

　④正規雇用労働者として雇用されることを希望して
いる者

１ 人あたり６０万円〔中小企業以外５０万円〕

５ - Ⅵ　生活保護受給者等雇用開発コース
　地方公共団体からハローワークに対し就労支援の要
請がなされた生活保護受給者等を、ハローワークまた
は民間の職業紹介事業者等の紹介により、継続して雇
用する労働者として雇い入れた（※）事業主に対して
助成
（※）雇用保険一般被保険者として雇い入れ、対象労

働者の年齢が６５歳以上に達するまで継続して雇
用し、かつ、当該雇用期間が継続して ２年以上
であることが確実と認められること

１ 人あたり６０万円〔中小企業以外５０万円〕
短時間労働者は４０万円〔中小企業以外３０万円〕

６ 　トライアル雇用助成金� 【労働局】
６－Ⅰ　一般トライアルコース
　職業経験、技能、知識の不足等から安定的な就職が
困難な求職者（※）を、ハローワークまたは民間の職
業紹介事業者等の紹介により、一定期間試行雇用する
事業主に対して助成
（※）次の①～⑤のいずれかに該当する者
　① ２年以内に ２回以上離職または転職を繰り返して
いる者

　②離職している期間が １年を超えている者
　③妊娠、出産または育児を理由として離職した者
で、安定した職業に就いていない期間が １年を超
えているもの

１ 人あたり月額最大 ４万円（最長 ３か月間）
対象者が母子家庭の母等または父子家庭の父の場合
月額最大 ５万円（最長 ３か月間）



―　　―13

　④５５歳未満で、ハローワーク等において担当者制に
よる個別支援を受けている者

　⑤就職支援にあたって特別の配慮を要する以下の者
　　生活保護受給者、母子家庭の母等、父子家庭の
父、日雇労働者、季節労働者、中国残留邦人等永
住帰国者、ホームレス、住居喪失不安定就労者、
生活困窮者

６ －Ⅱ　障害者トライアルコース
　就職が困難な障害者を、ハローワークまたは民間の
職業紹介事業者等の紹介により、一定期間試行雇用を
行う事業主に対して助成

【精神障害者の場合】
　・助成期間：最長 ６か月
　・トライアル雇用期間：原則 ６～１２か月
　・助成額：雇入れから ３か月間→ １人あたり月額最大 ８万円
　・助成額：雇入れから ４か月以降→ １人あたり月額最大 ４万円
【上記以外の場合】
　・助成期間：最長 ３か月
　・トライアル雇用期間：原則 ３か月。ただし、テレワークによる
勤務を行う者は、最大 ６か月まで延長可能

　・助成額： １人あたり月額最大 ４万円

６ －Ⅲ　障害者短時間トライアルコース
　直ちに週２０時間以上勤務することが難しい精神障害
者及び発達障害者の求職者について、 ３か月から１２か
月の期間をかけながら２０時間以上の就業を目指して試
行雇用を行う事業主に対して助成

１人当たり月額最大 ４万円（最長１２か月間）

６ －Ⅳ　新型コロナウイルス感染症対応トライアルコース
　紹介日において就労経験のない職業に就くことを希
望する離職者を、ハローワーク又は民間の職業紹介事
業者などの紹介により、 １週間の所定労働時間が３０時
間以上で一定期間試行雇用する事業主に対して助成

１人当たり月額最大 ４万円（最長 ３か月間）
以下のいずれにも該当する場合は １人当たり月額最大 ５万円（最長
３か月間）
　・令和 ２年 １月２４日以降、雇用調整助成金等を受給していない
　・令和 ２年 １月２４日以降、従業員を解雇等していない

６ －Ⅴ　新型コロナウイルス感染症対応短時間トライアルコース
　紹介日において就労経験のない職業に就くことを希
望する離職者を、ハローワーク又は民間の職業紹介事
業者等の紹介により、 １週間の所定労働時間が２０時間
以上３０時間未満で一定期間試行雇用する事業主に対し
て助成

１人あたり月額最大２．５万円（最長 ３か月間）
以下のいずれにも該当する場合は １人あたり月額最大３．１２万円（最
長 ３か月間）
　・令和 ２年 １月２４日以降、雇用調整助成金等を受給していない
　・令和 ２年 １月２４日以降、従業員を解雇等していない

６ －Ⅵ　若年・女性建設労働者トライアルコース
　若年者（３５歳未満）または女性を建設技能労働者等
として一定期間試行雇用し、トライアル雇用助成金
（一般トライアルコース、障害者トライアルコース、
新型コロナウイルス感染症対応トライアルコースまた
は新型コロナウイルス感染症対応短時間トライアルコ
ース）の支給を受けた中小建設事業主に対して助成

１人あたり月額最大 ４万円（最長 ３か月間）
※新型コロナウイルス感染症対応短時間トライアルコースの場合 １
人あたり月額最大２．５万円（最長 ３か月間）

７ 　地域雇用開発助成金� 【労働局】
７－Ⅰ　地域雇用開発コース◆
　同意雇用開発促進地域、過疎等雇用改善地域または
特定有人国境離島等地域などにおいて、事業所の設
置・整備あるいは創業に伴い、地域求職者等の雇入れ
を行った事業主に対して助成

　事業所の設置・整備費用と対象労働者の増加数等に応じて４８～
７６０万円〈６０～９６０万円〉を支給（最大 ３年間（ ３回）支給）
　なお、中小企業の場合は １回目の支給において支給額の １ / ２ 相
当額を上乗せした金額を支給し、また創業の場合は １回目の支給に
おいて１００～１，６００万円を支給し、 ２回目以降は４８～７６０万円〈６０～
９６０万円〉を支給

７ －Ⅱ　沖縄若年者雇用促進コース
　沖縄県内において、事業所の設置・整備に伴い、沖
縄県内居住の３５歳未満の若年求職者の雇入れを行った
事業主に対して助成

支払った賃金に相当する額の １ / ３ 〔中小企業以外 １ / ４ 〕
助成対象期間は １年間（定着状況が特に優良な場合は ２年間）
定着状況が特に優良な場合の ２年目の助成額
支払った賃金に相当する額の １ / ２ 〔中小企業以外 １ / ３ 〕
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８ 　障害者作業施設設置等助成金★� 【（独）高齢・障害・求職者雇用支援機構】
　雇い入れるまたは継続して雇用する障害者のために、そ
の障害者の障害特性による就労上の課題を克服する作業施
設等の設置・整備を行う事業主に対して助成

支給対象費用の ２ / ３

９ 　障害者福祉施設設置等助成金★� 【（独）高齢・障害・求職者雇用支援機構】
　継続して雇用する障害者のために、その障害者の福祉の
増進を図るための福祉施設等の設置・整備を行う事業主ま
たは当該事業主が加入している事業主団体に対して助成

支給対象費用の １ / ３

１０　障害者介助等助成金★� 【（独）高齢・障害・求職者雇用支援機構】
　雇い入れるまたは継続して雇用する障害者の雇用管理の
ために、必要な介助者等を配置または委嘱、職場復帰のた
めに必要な職場適応措置を行う事業主に対して助成

【職場介助者の配置または委嘱】支給対象費用の ３ / ４
【職場介助者の配置または委嘱の継続措置】支給対象費用の ２ / ３
【手話通訳、要約筆記等の担当者の委嘱】委嘱 １回あたりの費用の
３ / ４
【障害者相談窓口担当者の配置等】
　・担当者の増配置　担当者 １人あたり月額 ８万円
　・増配置した担当者が合理的配慮に係る相談業務以外にも従事担
当者 １人あたり月額 １万円

　・研修の受講
　　（受講費）：障害者専門機関等に支払った額の ２ / ３
　　（賃金）：担当者 １人あたり １時間につき７００円
　・障害者専門機関等への委嘱：対象経費の ２ / ３
【職場支援員の配置】
　・職場支援員を雇用契約により配置
　　 １人あたり月額 ４万円〔中小企業以外月額 ３万円〕
　　短時間労働者は、月額 ２万円〔中小企業以外月額１．５万円〕
　　※職場支援員 １人が支援する対象労働者の数は ３人を上限
　・職場支援員を委嘱契約により配置
　　委嘱による支援 １回あたり １万円（最大月 ４万円が上限）
　　※助成対象期間は、 ２年間（精神障害者は ３年間）が上限
【職場復帰支援】
　 １人あたり月額 ６万円〔中小企業以外月額４．５万円〕
さらに、職種転換等に伴い、新たな職務の遂行に必要となる基本
的な知識・技術を習得するための講習を実施した場合に、要した
経費に応じて助成
５万円以上～１０万円未満　 １事業所あたり ３万円
　　　　　　　　　　　　〔中小企業以外 ２万円〕
１０万円以上～２０万円未満　 １事業所あたり ６万円
　　　　　　　　　　　　〔中小企業以外４．５万円〕
２０万円以上　 １事業所あたり１２万円〔中小企業以外 ９万円〕
　※助成対象期間は、 １年間が上限

１１　職場適応援助者助成金★� 【（独）高齢・障害・求職者雇用支援機構】
　職場適応援助者（※）による援助を必要とする障害者の
ために、職場適応援助者による支援を実施する事業主に対
して助成（同一の企業在籍型職場適応援助者については申
請事業所毎で １回まで）
（※）ジョブコーチとも呼ばれ、障害者、事業主および当

該障害者の家族に対して障害者の職場適応に関する
きめ細かな支援をする者

【職場適応援助者による支援】
　①訪問型職場適応援助者
　　 １日の支援時間が ４時間以上（精神障害者は ３時間以上）の日
　１．６万円

　　 １日の支援時間が ４時間未満（精神障害者は ３時間未満）の日
　８，０００円

　　※助成対象期間は、 １年 ８か月（精神障害者は ２年 ８か月）が
上限

　②企業在籍型職場適応援助者
　　〈精神障害者の支援〉
　　　 １人あたり月額１２万円〔中小企業以外月額 ９万円〕
　　　短時間労働者は、月額 ６万円〔中小企業以外月額 ５万円〕
　　〈精神障害者以外の支援〉
　　　 １人あたり月額 ８万円〔中小企業以外月額 ６万円〕
　　　短時間労働者は、月額 ４万円〔中小企業以外月額 ３万円〕
　　　※助成対象期間は、 ６か月が上限
【職場適応援助者養成研修】
　職場適応援助者養成研修の受講料の １ / ２

１２　重度障害者等通勤対策助成金★� 【（独）高齢・障害・求職者雇用支援機構】
　雇い入れるまたは継続して雇用する障害者のために、そ
の障害者の障害特性に応じ通勤を容易にするための措置を
行う事業主に対して助成

支給対象費用の ３ / ４

Ｅ．雇用環境の整備関係等の助成金
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１３　重度障害者多数雇用事業所施設設置等助成金★� 【（独）高齢・障害・求職者雇用支援機構】
　重度障害者を多数継続して雇用（※）し、これらの障害
者のために事業施設等の整備等を行う事業主に対して助成
（※）重度障害者を １年を超えて１０人以上継続して雇用

し、継続して雇用している労働者数に占める重度障
害者の割合が２０％以上であること

支給対象費用の ２ / ３ （特例の場合 ３ / ４ ）

１４　人材確保等支援助成金� 【労働局】
１４－Ⅰ　雇用管理制度助成コース◆

　雇用管理制度（諸手当等制度、研修制度、健康づく
り制度、メンター制度、短時間正社員制度）の導入を
通じて従業員の離職率の低下に取り組む事業主に対し
て助成
　※令和 ４年 ４月 １日以降、新規の計画受付は停止し
ています

【目標達成助成】５７万円〈７２万円〉

１４－Ⅱ　介護福祉機器助成コース◆
　介護労働者の身体的負担を軽減するため新たな介護
福祉機器の導入等を通じて従業員の離職率の低下に取
り組む介護事業主に対して助成

【目標達成助成】支給対象費用の２０％〈３５％〉（上限１５０万円）

１４－Ⅲ　中小企業団体助成コース
　都道府県知事に改善計画の認定を受けた事業主団体
であって、その構成員である中小企業の人材確保や従
業員の職場定着を支援するための事業を行う事業主団
体に対して助成

事業の実施に要した支給対象経費の ２ / ３
　大規模認定組合等（構成中小企業者数５００以上）上限１，０００万円
　中規模認定組合等（同１００以上５００未満）上限８００万円
　小規模認定組合等（同１００未満）上限６００万円

１４－Ⅳ　人事評価改善等助成コース◆
　生産性向上に資する能力評価を含む人事評価制度を
整備し、定期昇給等のみによらない賃金制度を設ける
ことを通じて生産性向上、賃金アップと離職率低下を
図る場合に助成
　※令和 ４年 ４月 １日以降、新規の計画受付は停止し
ています

【目標達成助成（※）】〈８０万円〉
　（※）評価時離職率算定期間終了後に、申請し、生産性要件を満

たす（伸び率が ６ ％以上の場合のみ）とともに、賃金アッ
プと離職率低下を実現した場合に支給

１４－Ⅴ　建設キャリアアップシステム等普及促進コース
　建設事業主団体が実施する次の事業に対して助成
　①中小構成員等（※）に対し、建設キャリアアップ
システム（CCUS）の事業者登録料、技能者登
録料、レベル判定手数料または見える化評価手数
料の全部または一部を補助する事業

　②中小構成員等（※）を対象にCCUSの事業者登
録、技能者登録または見える化評価の申請手続を
支援する事業

　③中小構成員等（※）におけるCCUSの就業履歴
蓄積に係るカードリーダーなどの各種機器やアプ
リなどのソフトウェア等の導入を促進する事業

　（※）建設事業主団体の構成員である中小建設事業
主等のほか、当該構成員と元下関係にある中
小建設事業主等

①～③共通
【建設事業主団体】
　（中小建設事業主団体）　支給対象経費の ２ / ３
　（中小建設事業主団体以外の建設事業主団体）　支給対象経費の １ / ２

１４－Ⅵ　若年者及び女性に魅力ある職場づくり事業コース（建設分野）◆
　①若年および女性労働者の入職や定着を図ることを
目的とした事業を行った建設事業主または建設事業主
団体、②建設工事における作業についての訓練を推進
する活動を行った広域的職業訓練を実施する職業訓練
法人に対して助成

①の場合
【建設事業主】
（中小建設事業主）　支給対象経費の ３ / ５ 〈 ３ / ４ 〉
（中小建設事業主以外の建設事業主）　支給対象経費の ９ /２０〈 ３ / ５ 〉
　※雇用管理研修等を受講させた場合、 １人あたり日額８，５５０円
〈１０，５５０円〉加算（最長 ６日間）

【建設事業主団体】
（中小建設事業主団体）　支給対象経費の ２ / ３
（中小建設事業主団体以外の建設事業主団体）　支給対象経費の １ / ２
②の場合
　支給対象経費の ２ / ３



―　　―16

１４－Ⅶ　作業員宿舎等設置助成コース（建設分野）◆
　①被災三県に所在する作業員宿舎、作業員施設、賃
貸住宅を賃借した中小建設事業主、②自ら施工管理す
る建設工事現場に女性専用作業員施設を賃借した中小
元方建設事業主、③認定訓練の実施に必要な施設や設
備の設置又は整備を行った広域的職業訓練を実施する
職業訓練法人に対して助成

①の場合　支給対象経費の ２ / ３
②の場合　支給対象経費の ３ / ５ 〈 ３ / ４ 〉
③の場合　支給対象経費の １ / ２

１４－Ⅷ　外国人労働者就労環境整備助成コース◆
　外国人特有の事情に配慮した就労環境の整備（就業
規則等の多言語化など）を通じて、外国人労働者の職
場定着に取り組む事業主に対して助成

【目標達成助成】　支給対象経費の １ / ２ 〈 ２ / ３ 〉（上限５７万円
〈７２万円〉）

１４－Ⅸ　テレワークコース◆
　テレワーク勤務に関する制度を新たに整備し、テレ
ワークを可能とする取組を行う事業主に対して助成
　所定のテレワーク実績基準及び離職率目標を満たし
た事業主に対して助成

【機器等導入助成】
　支給対象経費の３０％（上限額 : １ 企業あたり１００万円、 １人あたり
２０万円）
【目標達成助成】
　支給対象経費の２０％〈３５％〉（上限額 : １ 企業あたり１００万円、 １
人あたり２０万円）

１５　通年雇用助成金� 【労働局】
　北海道、東北地方等の積雪または寒冷の度が特に高
い地域において、冬期間に離職を余儀なくされる季節
労働者を通年雇用した事業主に対して助成

【事業所内就業、事業所外就業※】
　支払った賃金の ２ / ３ （第 １回目）（上限額：７１万円）
　支払った賃金の １ / ２ （第 ２～ ３回目）（上限額：５４万円）
【休業※】休業手当と賃金の １ / ２（第 １回目）、１ / ３（第 ２回目（上
限額：７１万円または５４万円）
【業務転換※】支払った賃金の １ / ３ （上限額：７１万円）
【職業訓練】
　支給対象経費の １ / ２ （季節的業務）（上限額：対象労働者 １人あ
たり ３万円）
　支給対象経費の ２ / ３ （季節的業務以外）（上限額：対象労働者 １
人あたり ４万円）
【新分野進出】支給対象経費の １ /１０（上限額：５００万円）
【季節トライアル雇用】支払った賃金の １ / ２ （減額あり）（上限
額：７１万円）
　※対象期間に季節労働者を指定地域外に就労させ、その移動に要
する経費を事業主が負担した場合には、交通費等の経費（往
復）に対し助成（移動距離に応じて上限あり）

１６　６５歳超雇用推進助成金� 【（独）高齢・障害・求職者雇用支援機構】
１６－Ⅰ　６５歳超継続雇用促進コース

　６５歳以上への定年の引上げ、定年の定めの廃止、希
望者全員を対象とする６６歳以上の年齢までの継続雇用
制度の導入のいずれかの措置を実施した事業主に対し
て助成（①～⑥）
　他社による継続雇用制度の導入を行う送出し事業主
が、受入れ事業主の就業規則改正等に必要な経費をす
べて負担した場合、送出し事業主に対して助成（⑦）

【①６５歳への定年の引上げ】　１５～３０万円
【②６６歳～６９歳への定年の引上げ】　２０～１０５万円
【③７０歳未満から７０歳以上への定年の引上げ】　３０～１０５万円
【④定年（７０歳未満に限る）の定めの廃止】　４０～１６０万円
【⑤希望者全員を６６歳～６９歳の年齢まで継続雇用する制度導入】　
　１５～６０万円
【⑥希望者全員を７０歳未満から７０歳以上の年齢まで継続雇用する制
度導入】　３０～１００万円
【⑦他社による継続雇用制度の導入】　支給対象経費の １ / ２
　※①～⑥について
　・措置の内容や定年等の年齢の引上げ幅、６０歳以上の雇用保険被
保険者数に応じて支給

　・令和 ２年度までに支給申請し、本コースを受給した事業主が、
一定要件を満たした場合、令和 ４年度の助成額から既受給額を
差し引いた額を助成

　※⑦について
　　実施した措置の内容に応じて上限あり（１０・１５万円）

１６－Ⅱ　高年齢者評価制度等雇用管理改善コース◆
　高年齢者の雇用環境整備の措置（※）を実施する事
業主に対して助成
（※）高年齢者の雇用機会を増大するための雇用管理

制度の見直しまたは導入および健康診断を実施
するための制度の導入

支給対象経費（その経費が５０万円を超える場合は５０万円）の６０％
〈７５％〉〔中小企業以外４５％〈６０％〉〕
　※ １事業主につき最初の支給に限っては、５０万円の経費を要した
ものとみなします

　※生産性要件を満たした場合の助成については、生産性の伸び率
が １％以上（ ６％未満）である場合の金融機関への事業性評価
の対象外となっています
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１６－Ⅲ　高年齢者無期雇用転換コース◆
　５０歳以上かつ定年年齢未満の有期契約労働者を無期
雇用労働者に転換した事業主に対して助成

１人あたり４８万円〈６０万円〉〔中小企業以外は３８万円〈４８万円〉〕
　※生産性要件を満たした場合の助成については、生産性の伸び率
が １％以上（ ６％未満）である場合の金融機関への事業性評価
の対象外となっています

１７　高年齢労働者処遇改善促進助成金� 【労働局】
　６０歳から６４歳までの高年齢労働者に適用される賃金規定
等を増額改定した事業主に対して助成

　事業所に雇用される労働者に係る、賃金規定等改定前後を比較し
た高年齢雇用継続基本給付金の減少額に以下の助成率を乗じた額を
支給
　※助成率は、増額改定した賃金規定等を適用した年度の助成率が
適用されます

【令和 ４年度】　 ４ / ５ ［中小企業以外 ２ / ３ ］
【令和 ５年度または令和 ６年度】　 ２ / ３ ［中小企業以外 １ / ２ ］

１８　キャリアアップ助成金� 【労働局】
１８－Ⅰ　正社員化コース◆

　有期雇用労働者等を正規雇用労働者（※）に転換ま
たは直接雇用した事業主に対して助成
（※）正規雇用労働者には「多様な正社員（勤務地限

定・職務限定・短時間正社員）」を含む ]

①【有期→正規】 １人あたり５７万円〈７２万円〉
　　　　　　　　〔中小企業以外４２．７５万円〈５４万円〉〕
②【無期→正規】 １あたり２８．５万円〈３６万円〉
　　　　　　　　〔中小企業以外２１．３７５万円〈２７万円〉〕
　※派遣労働者を派遣先で正規雇用労働者として直接雇用する場合
　　 １人あたり２８．５万円〈３６万円〉〔中小企業以外も同額〕加算
　※支給対象者が母子家庭の母等または父子家庭の父の場合
　　 １人あたり①９．５万円〈１２万円〉〔中小企業以外も同額〕加算
　　　　　　　②４．７５万円〈 ６万円〉〔中小企業以外も同額〕加算
　※人材開発支援助成金の特定の訓練修了後に正規雇用労働者へ転
換した場合

　　 １人あたり①９．５万円〈１２万円〉〔中小企業以外も同額〕加算
　　　　　　　②４．７５万円〈 ６万円〉〔中小企業以外も同額〕加算
　※勤務地限定・職務限定・短時間正社員制度を新たに規定した場合
　　 １事業所あたり９．５万円〈１２万円〉〔中小企業以外７．１２５万円
〈 ９万円〉〕加算

１８－Ⅱ　障害者正社員化コース
　障害のある有期雇用労働者等を正規雇用労働者等に
転換した事業主に対して助成

【重度身体障害者、重度知的障害者および精神障害者の場合】
　①【有期→正規】 １人あたり１２０万円〔中小企業以外９０万円〕
　②【有期→無期】 １人あたり６０万円〔中小企業以外４５万円〕
　③【無期→正規】 １人あたり６０万円中小企業以外４５万円〕
【重度以外の身体障害者、重度以外の知的障害者、発達障害者、難
病患者、高次脳機能障害と診断された者の場合】
　①【有期→正規】 １人あたり９０万円〔中小企業以外６７．５万円〕
　②【有期→無期】 １人あたり４５万円〔中小企業以外３３万円〕
　③【無期→正規】 １人あたり４５万円〔中小企業以外３３万円〕
　※当該額が対象労働者に対する賃金の額を超える場合には、当該
賃金の総額を上限額として支給する

１８－Ⅲ　賃金規定等改定コース◆
　有期雇用労働者等の賃金規定等を増額改定（※）
し、昇給させた事業主に対して助成
（※）賃金規定等を ２％以上増額改定

①【 １～ ５人】 １人あたり３．２万円〈 ４万円〉〔中小企業以外２．１万
円〈２．６２５万円〉〕
②【 ６人以上】 １人あたり２．８５万円〈３．６万円〉〔中小企業以外
１．９万円〈２．４万円〉〕
　※中小企業において ３％以上 ５％未満増額改定を行った場合
　　 １人あたり１．４２５万円〈１．８万円〉加算
　※中小企業において ５％以上増額改定を行った場合
　　 １人あたり２．３７５万円〈 ３万円〉加算
　※職務評価を活用して増額改定を行った場合
　　 １事業所あたり１９万円〈２４万円〉〔中小企業以外１４．２５万円
〈１８万円〉〕加算

１８－Ⅳ　賃金規定等共通化コース◆
　有期雇用労働者等と正規雇用労働者との共通の賃金
規定等を新たに規定・適用した事業主に対して助成

１事業所あたり５７万円〈７２万円〉〔中小企業以外４２．７５万円〈５４万
円〉〕

１８－Ⅴ　賞与・退職金制度導入コース◆
　有期雇用労働者等に賞与・退職金制度を導入し、支
給または積立てを実施した事業主に対して助成

１事業所あたり３８万円〈４８万円〉〔中小企業以外２８．５万円〈３６万
円〉〕
　※同時に導入した場合に、１６万円〈１９．２万円〉〔中小企業以外
１２万円〈１４．４万円〉〕加算
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１８－Ⅵ　選択的適用拡大導入時処遇改善コース◆
　労使合意に基づく社会保険の適用拡大の措置の導入
に伴い、その雇用する有期雇用労働者等について、働
き方の意向を適切に把握し、社会保険の適用と働き方
の見直しに反映させるための取組を実施し、当該措置
により新たに被保険者とした事業主に対して助成
　※当該有期雇用労働者等の基本給を増額した場合等
に助成額を加算

　※令和 ４年 ９月３０日までの時限措置

【労使合意に基づく社会保険の適用拡大の措置の導入に伴い、有期
雇用労働者等の働き方の意向を適切に把握し、社会保険の適用と働
き方の見直しに反映させるための取組を実施し、かつ新たに被保険
者とした場合】
　 １事業所あたり１９万円〈２４万円〉
　　　　　　〔中小企業以外１４．２５万円〈１８万円〉〕
　賃金引上げ割合に応じて、 １人あたり
　 ２％以上：１．９万円〈２．４万円〉
　　　　　　〔中小企業以外１．４万円〈１．８万円〉〕加算
　 ３％以上：２．９万円〈３．６万円〉
　　　　　　〔中小企業以外２．２万円〈２．７万円〉〕加算
　 ５％以上：４．７万円〈 ６万円〉
　　　　　　〔中小企業以外３．６万円〈４．５万円〉〕加算
　 ７％以上：６．６万円〈８．３万円〉
　　　　　　〔中小企業以外 ５万円〈６．３万円〉〕加算
　１０％以上：９．４万円〈１１．９万円〉
　　　　　　〔中小企業以外７．１万円〈８．９万円〉〕加算
　１４％以上：１３．２万円〈１６．６万円〉
　　　　　　〔中小企業以外９．９万円〈１２．５万円〉〕加算
　※有期雇用労働者等の生産性の向上を図るための取組（研修制度
や評価の仕組みの導入）を行った場合、１０万円〔中小企業以外
７．５万円〕加算

１８－Ⅶ　短時間労働者労働時間延長コース◆
　短時間労働者の週所定労働時間を延長するととも
に、処遇の改善を図り、新たに社会保険に適用させた
事業主に対して助成

【週所定労働時間を ３時間以上延長し、かつ新たに社会保険に適用
した場合】
　 １人あたり２２．５万円〈２８．４万円〉〔中小企業以外１６．９万円〈２１．３万円〉〕
【労働者の手取り収入が減少しないように週所定労働時間を １時間
以上 ３時間未満延長し、かつ新たに社会保険に適用した場合】
　 １時間以上 ２時間未満　 １人あたり５．５万円〈 ７万円〉
　　　　　　　　　　　　〔中小企業以外４．１万円〈５．２万円〉〕
　 ２時間以上 ３時間未満　 １人あたり１１万円〈１４万円〉
　　　　　　　　　　　　〔中小企業以外８．３万円〈１０．５万円〉〕

Ｆ．仕事と家庭の両立支援関係等の助成金

１９　両立支援等助成金� 【労働局】
１９－Ⅰ　出生時両立支援コース（子育てパパ支援助成金）◆

　男性労働者が育児休業を取得しやすい雇用環境整備
や業務体制整備を行い、子の出生後 ８週間以内に開始
する育児休業を取得した男性労働者が生じた中小企業
事業主に対して助成

　男性労働者の育児休業取得率が、上記第 １種の助成
を受けてから ３年以内に３０％以上上昇した事業主に対
して助成

①第 １種
　２０万円
　※育児休業取得者の代替要員を確保した場合、以下の金額を加算
　　２０万円（代替要員が ３人以上の場合４５万円）
　※ １企業 １回まで支給
②第 ２種
【 １年以内に３０％以上上昇】　６０万円〈７５万円〉
【 ２年以内に３０％以上上昇】　４０万円〈６５万円〉
【 ３年以内に３０％以上上昇】　２０万円〈３５万円〉
　※ １企業 １回まで支給

１９－Ⅱ　介護離職防止支援コース◆
　介護支援プランを策定し、プランに基づき労働者の
円滑な介護休業の取得・職場復帰に取り組み、介護休
業を取得した労働者が生じた中小企業事業主、または
仕事と介護との両立に資する制度（介護両立支援制
度）の利用者が生じた中小企業事業主に対して助成

　新型コロナウイルス感染症への対応として家族を介
護するために有給休暇を取得した労働者が生じた中小
企業事業主に対して助成

①介護休業
【休業取得時】　２８．５万円〈３６万円〉
【職場復帰時】　２８．５万円〈３６万円〉
②介護両立支援制度　２８．５万円〈３６万円〉
　※それぞれ、 １企業あたり １年度 ５人まで支給

③新型コロナウイルス感染症対応特例
【有給休暇取得日数が ５日以上１０日未満】　２０万円
【有給休暇取得日数が１０日以上】　３５万円
　※ １企業あたり、上記 ２つあわせて ５人まで支給
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１９－Ⅲ　育児休業等支援コース◆
　育休復帰支援プランを策定し、プランに基づき労働
者の円滑な育児休業の取得・職場復帰に取り組み、育
児休業を取得した労働者が生じた中小企業事業主に対
して助成
　育児休業取得者の業務を他の労働者が代替するとと
もに、育児休業取得者を原職復帰させた中小企業事業
主に対して助成

　育児休業から復帰後の支援として、法を上回る子の
看護休暇制度や保育サービス費用補助制度を導入し、
労働者に利用させた中小企業事業主に対して助成

　新型コロナウイルス感染症の影響による小学校等の
臨時休業等により子どもの世話をする労働者に特別休
暇を取得させた事業主に対して助成

①育休取得時　２８．５万円〈３６万円〉
②職場復帰時　２８．５万円〈３６万円〉
　※ １企業あたり雇用期間の定めのない労働者 １人、有期雇用労働
者 １人の計 ２人まで支給

③・新規雇用　４７．５万円〈６０万円〉
　・手当支給等　１０万円〈１２万円〉
　※育児休業取得者が有期雇用労働者の場合、９．５万円〈１２万円〉
加算

　※ １企業あたり、上記 ２つあわせて １年度１０人まで支給（最初の
支給から ５年間に限る）

④職場復帰後支援
【子の看護休暇制度】
　・制度導入時　２８．５万円〈３６万円〉
　・制度利用時　取得した休暇時間数に１，０００円〈１，２００円〉を乗じ
た額

【保育サービス費用補助制度】
　・制度導入時　２８．５万円〈３６万円〉
　・制度利用時　事業主が負担した費用の ３分の ２の額
　※制度導入時の助成は「子の看護休暇制度」「保育サービス費用
補助制度」いずれかについて、 １企業あたり １回まで支給

　※制度利用時の助成は １企業 １年度あたり「子の看護休暇制度」
は２００時間〈２４０時間〉、「保育サービス費用補助制度」は２０万円
〈２４万円〉まで支給

　現在実施している支援の内容は、厚生労働省ホームページでご確
認ください。

１９－Ⅳ　事業所内保育施設コース
　労働者のための保育施設を事業所内に設置、運営な
どを行う事業主・事業主団体に対してその費用の一部
を助成
　※平成２８年 ４ 月 １ 日以降、新規申請受付は停止して
います

【設置費】
　設置費用の ２ / ３ 〔中小企業以外 １ / ３ 〕※上限２，３００万円〔中小
企業以外１，５００万円〕
【運営費】
　年間の １日平均保育乳幼児 １人あたり　年額４５万円〔中小企業以
外３４万円〕※上限１，８００万円〔中小企業以外１，３６０万円〕
【増築または建替え費】
　増築費用の １ / ２ 〔中小企業以外 １ / ３ 〕※上限１，１５０万円〔中小
企業以外７５０万円〕
　建替え費用の １ / ２ 〔中小企業以外 １ / ３ 〕※上限２，３００万円〔中
小企業以外１，５００万円〕

１９－Ⅴ　新型コロナウイルス感染症に関する母性健康管理措置による休暇取得支援コース
　新型コロナウイルス感染症に関する母性健康管理措
置として、医師等の指導により、休業が必要とされた
妊娠中の女性労働者が取得できる有給（年次有給休暇
で支払われる賃金相当額の ６割以上）の休暇制度（年
次有給休暇を除く）を設け、新型コロナウイルス感染
症に関する母性健康管理措置の内容を含めて社内に周
知し、当該休暇を合計２０日以上労働者に取得させた事
業主に対して助成

【対象となる労働者】
　新型コロナウイルス感染症に関する母性健康管理措置として休業
が必要な妊娠中の女性労働者（雇用保険被保険者に限る）
【支給額】
　対象労働者 １人あたり　２８．５万円（ １事業所あたり ５人まで）
【対象期間等】
　新型コロナウイルス感染症に関する母性健康管理措置の告示の適
用期間
　※上記に加えて、左記の休暇制度を設け、新型コロナウイルス感
染症に関する母性健康管理措置の内容を含めて社内に周知し、
当該休暇を ５日以上労働者に取得させた事業主に対する助成金
を設けている（１５万円 １回限り）

１９－Ⅵ　不妊治療両立支援コース◆
　不妊治療のために利用可能な休暇制度・両立支援制
度（①不妊治療のための休暇制度（特定目的・多目的
とも可））、②所定外労働制限制度、③時差出勤制度、
④短時間勤務制度、⑤フレックスタイム制、⑥テレワ
ーク）の利用しやすい環境整備に取り組み、不妊治療
を行う労働者の相談に対応し、①～⑥の休暇制度や両
立支援制度のいずれかを労働者に利用させた中小企業
事業主に対して助成

【環境整備、休暇の取得等】
　 １事業主あたり　２８．５万円〈３６万円〉
　※企業トップが制度の利用促進についての方針を労働者に周知す
るとともに、「不妊治療プラン」を策定し、不妊治療と仕事と
の両立のための社内のニーズの調査や、利用できる休暇制度等
の周知を行い、当該プランに基づき、休暇制度・両立支援制度
を合計 ５日（回）以上利用労働者に取得または利用させた事業主

【長期休暇の加算】
　 １事業主あたり　２８．５万円〈３６万円〉
　※連続２０日以上休暇を取得し、原職復帰後 ３か月以上継続勤務さ
せた場合
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Ｇ．人材開発関係の助成金

２０　人材開発支援助成金� 【労働局】
２０－Ⅰ　特定訓練コース◆

　OJTとOff-JT を組み合わせた訓練や若年者に対す
る訓練、労働生産性の向上に資するなど訓練効果が高
い１０時間以上の訓練を行った事業主等に対して助成

①【賃金助成】　 １時間あたり７６０円〔中小企業以外３８０円〕
②【訓練経費助成】　実費相当額の４５％〔中小企業以外３０％〕
③【OJT実施（定額）助成】　 １人 １訓練あたり２０万円（中小企業
以外１１万円）
【生産性向上助成（※）】
　①の場合　 １時間あたり〈２００円〉〔中小企業以外〈１００円〉〕
　②の場合　実費相当額の〈１５％〉〔中小企業以外〈１５％〉〕
　③の場合　 １人 １訓練あたり〈 ５万円〉〔中小企業以外〈 ３万円〉〕
　（※）訓練開始日の前年度から ３年度経過後に申請し、生産性要

件を満たしていた場合（伸び率が ６％以上のみ）に支給

２０－Ⅱ　一般訓練コース◆
　職務に関連した知識・技能を習得させるための２０時
間以上の訓練を行った事業主等に対して助成

①【賃金助成】　 １時間あたり３８０円
②【訓練経費助成】　実費相当額の３０％
 【生産性向上助成（※）】
　①の場合　 １時間あたり〈１００円〉
　②の場合　実費相当額の〈１５％〉
　（※）訓練開始日の前年度から ３年度経過後に申請し、生産性要

件を満たしていた場合（伸び率が ６％以上のみ）に支給

２０－Ⅲ　教育訓練休暇等付与コース◆
　①有給の教育訓練休暇制度を導入し、労働者が当該
休暇を取得して訓練を受けた場合、②有給または無給
の長期（３０日以上）の教育訓練休暇制度を導入し、労
働者が当該休暇を取得して訓練を受けた場合、もしく
は③教育訓練短時間勤務制度を導入し、労働者が勤務
時間を短縮して訓練を受けた場合に助成

①の場合
【定額助成】　３０万円
②の場合
【経費（定額）助成】　２０万円
【賃金助成（※ １）】 １人 １日あたり６，０００円
　（※ １）最大１５０日分の日額助成とし、雇用する企業全体の被保険

者数が１００人未満の企業は １名分、同１００人以上の企業は
２名分を支給対象者数の上限とし、長期教育訓練休暇の
取得期間に、当該休暇を取得する被保険者に対し所定労
働時間労働した場合に支払われる通常の賃金の額を支払
う事業主のみ助成対象とする

③の場合
【定額助成】　２０万円
【生産性向上助成】
　①の場合　【定額助成】〈 ６万円〉
　②の場合（※ ２）　【経費（定額）助成】〈 ４万円〉
　　　　　　　　　 【賃金助成】〈 １人 １日あたり１，２００円〉
　　（※ ２）休暇取得開始日の前年度から ３年度経過後に申請し、

生産性要件を満たしていた場合（伸び率が ６ ％以上の
み）に支給

　③の場合（※ ３）【定額助成】〈 ４万円〉
　　（※ ３）短時間勤務開始日の前年度から ３年度経過後に申請

し、生産性要件を満たしていた場合（伸び率が ６ ％以
上のみ）に支給

２０－Ⅳ　特別育成訓練コース◆
　有期契約労働者等に対して職業訓練を行った事業主
に対して助成

①【賃金助成】　 １時間あたり７６０円〔中小企業以外４７５円〕
②【訓練経費助成】
　　正社員化した場合　７０％
　　非正規雇用を維持した場合　６０％
③【OJT実施（定額）助成】　 １人 １訓練あたり１０万円〔中小企業
以外 ９万円〕
【生産性向上助成（※）】
　①の場合　 １時間あたり〈２００円〉〔中小企業以外〈１２５円〉〕
　②の場合　正社員化した場合〈３０％〉
　　　　　　非正規雇用を維持した場合〈１５％〉
　③の場合　 １人 １訓練あたり〈 ３万円〉〔中小企業以外〈 ３万円〉〕
　　（※）訓練開始日の前年度から ３年度経過後に申請し、生産性

要件を満たしていた場合（伸び率が ６％以上のみ）に支給
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２０－Ⅴ　建設労働者認定訓練コース◆
　①職業能力開発促進法による認定訓練を行った中小
建設事業主または中小建設事業主団体（※ １）、②雇
用する建設労働者に有給で認定訓練を受講させた中小
建設事業主（※ ２）に対して助成
（※ １）広域団体認定訓練助成金の支給または認定訓

練助成事業費補助金の交付を受けた中小建設
事業主または中小建設事業主団体に限る

（※ ２）人材開発支援助成金（特定訓練コース、一般
訓練コース、特別育成訓練コースのいずれか
のコース）の支給を受けた中小建設事業主に
限る

①の場合
【経費助成】
　広域団体認定訓練助成金の支給または認定訓練助成事業費補助金
における助成対象経費の １ / ６
②の場合
【賃金助成】　 １人あたり日額３，８００円
【生産性向上助成（※）】
　②の場合　【賃金助成】　 １人あたり日額〈１，０００円〉
　（※）訓練開始日の前年度から ３年度経過後に申請し、生産性要

件を満たしていた場合（伸び率が ６％以上のみ）に支給

２０－Ⅵ　建設労働者技能実習コース◆
　雇用する建設労働者に有給で技能の向上のための実
習を受講させた建設事業主または建設事業主団体に対
して助成

【経費助成（建設事業主）】
（２０人以下の中小建設事業主）　支給対象費用の ３ / ４
（２１人以上の中小建設事業主）　３５歳未満　支給対象費用の ７ /１０
　　　　　　　　　　　　　　 ３５歳以上　支給対象費用の ９ /２０
（中小建設事業主以外の建設事業主）　支給対象費用の ３ / ５（※ １）
　（※ １）女性の建設労働者に技能実習を受講させた場合に限る
【経費助成（建設事業主）生産性向上助成（※ ２）　支給対象費用
の〈 ３ /２０〉
　（※ ２）訓練開始日の前年度から ３年度経過後に申請し、生産性

要件を満たしていた場合（伸び率が ６ ％以上のみ）に支
給

【経費助成（建設事業主団体）】
（中小建設事業主団体）　支給対象費用の ４ / ５
（中小建設事業主団体以外の建設事業主団体）　支給対象費用の ２ / ３
（※ １）
【賃金助成】（最長２０日間）
（２０人以下の中小建設事業主）　 １人あたり日額８，５５０円（９，４０５円
（※ ３））
（２１人以上の中小建設事業主）　 １人あたり日額７，６００円（８，３６０円
（※ ３））
　（※ ３）建設キャリアアップシステム技能者情報登録者の場合
【賃金助成生産性向上助成（※ ２）】
（２０人以下の中小建設事業主）　 １人あたり日額〈２，０００円〉
（２１人以上の中小建設事業主）　 １人あたり日額〈１，７５０円〉

２０－Ⅶ　障害者職業能力開発コース
　障害者に対して職業能力開発訓練事業を実施する場
合に助成

【施設設置費】支給対象費用の ３ / ４
【運営費】支給対象費用の ３ / ４ （重度障害者等は ４ / ５ ）

２１　職場適応訓練費� 【労働局】
　都道府県労働局長の委託を受けて職場適応訓練を実施し
た事業主に対して助成
　※職場適応訓練費は、雇用関係助成金とは異なります
が、事業主拠出の雇用保険二事業を財源とする制度で
す

【一般の職場適応訓練（月額）】
　２．４万円（重度の障害者以外）　２．５万円（重度の障害者）
【短期の職場適応訓練（日額）】
　９６０円（重度の障害者以外）　１，０００円（重度の障害者）

〈雇用関係助成金に関する勧誘にご注意ください。〉
　雇用関係助成金の申請や、助成対象の診断および受給額の無料査定をするといった記載
の書面を一方的に送付（FAX）することによって助成金の活用を勧誘する業者の情報が
寄せられています。
　厚生労働省や労働局・ハローワークでは、このような勧誘に関与している事実はありま
せんので、十分にご注意ください。
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雇用関係助成金に関する留意事項

雇用関係助成金を受給できない事業主（事業主団体を含む）
●平成３１年 ４ 月 １ 日以降に雇用関係助成金を申請し、不正受給（※ １）による不支給決定または支
給決定の取り消しを受けた場合、当該不支給決定日または支給決定取消日から ５年を経過してい
ない事業主
　なお、支給決定取消日から ５年を経過した場合であっても、不正受給による請求金（※ ２）を納
付していない事業主は、時効が完成している場合を除き、納付日まで申請できません。
　※ １　不正受給とは、偽りその他不正行為により本来受けることのできない助成金を受け、または受けようと

することをいいます。例えば、離職理由に虚偽がある場合（実際は事業主都合であるにもかかわらず自己

都合であるなど）も、不正受給に当たります。

　※ ２　請求金とは、①不正受給により返還を求められた額、②不正受給の日の翌日から納付の日まで、年 ３ ％
の割合で算定した延滞金、③不正受給により返還を求められた額の２０％に相当する額の合計額です。

●平成３１年 ４ 月 １ 日以降に申請した雇用関係助成金について、申請事業主の役員等に他の事業主の
役員等として不正受給に関与した役員等がいる場合は、申請することができません（※ ３）。

　※ ３　この場合、他の事業主が不支給決定日または支給決定取消日から ５年を経過していない場合や支給決定

取消日から ５年を経過していても、不正受給に係る請求金を納付していない場合（時効が完成している場

合を除く）は、申請できません。

●支給申請した年度の前年度より前の年度の労働保険料を納入していない事業主
●支給申請日の前日から過去 １年間に、労働関係法令の違反を行った事業主
●性風俗関連営業、接待を伴う飲食等営業、またはこれらの営業の一部を受託する営業を行う事業
主（※ ４）

　※ ４　これらの営業を行っていても、接待業務等に従事しない労働者（事務、清掃、送迎運転、調理など）の

雇い入れに係る助成金については、受給が認められる場合があります。また、雇い入れ以外の助成金につ

いても、例えば旅館事業者などで、許可を得ているのみで接待営業が行われていない場合や、接待営業の

規模が事業全体の一部である場合は、受給が認められます。なお、「雇用調整助成金」および「産業雇用安

定助成金」については、性風俗関連営業を除き、原則受給が認められます。

●事業主または事業主の役員等が、暴力団と関わりのある場合
●事業主または事業主の役員等が、破壊活動防止法第 ４条に規定する暴力主義的破壊活動を行った
または行う恐れがある団体に属している場合
●支給申請日、または支給決定日の時点で倒産している事業主
●不正受給を理由に支給決定を取り消された場合に、都道府県労働局が事業主名等を公表すること
について、同意していない事業主

上記のいずれかに該当する場合は、全ての雇用関係助成金に共通して受給できません。
また、このほかに各助成金の個別の要件を満たさない場合も受給できません。
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〈雇用関係助成金申請にあたってのご注意①〉〈雇用関係助成金申請にあたってのご注意①〉

●不正受給を行った事業主は、
　①返還額の２０％に相当する額が請求されます。
　②事業主名等が原則公表されます。
●不正に関与した社会保険労務士または代理人（弁護士を含む）が事業主の申請等を
代わって行った場合、助成金の支給対象とならない場合（※ １）があります。
　※ １　助成金の支給対象とならない場合とは、不正に関与した社会保険労務士または代理人

（弁護士を含む）が申請を代わって行う場合です。

●訓練（※ ２）の実施が要件となっている助成金について、不正に関与した訓練実施
者が行った訓練については、助成金の支給対象とならない場合（※ ３）があります。
　※ ２　ここでいう訓練とは、職業訓練、教育訓練など訓練名称の如何を問わず、広く研修等を

含みます。

　※ ３　助成金の支給対象とならない場合とは、不正に関与した訓練実施者が行う訓練計画を立
てて（または計画のない場合は訓練を実施して）申請を行う場合です。

●不正に関与した社会保険労務士または代理人（弁護士を含む）および訓練実施者に
ついては、厚生労働省ホームページ（「事業主の方のための雇用関係助成金」）に掲
載しますので、ご確認ください。
●「支給要件確認申立書」をご提出ください。「支給要件確認申立書」は申請の都
度、提出する必要があります。
●原則として、提出された書類により審査を行います。書類の不備にはご注意くださ
い。
●都道府県労働局に提出した支給申請書、添付書類の写しなどは、支給決定されたと
きから ５年間保存しなければなりません。
●雇用関係助成金の支給・不支給の決定、支給決定の取消しなどは、行政不服審査法
上の不服申立ての対象とはなりません。
●国、地方公共団体（地方公営企業法第 ２条の規定の適用を受ける地方公共団体が経
営する企業を除く）、独立行政法人通則法第 ２条第 ４項に規定する行政執行法人お
よび地方独立行政法人第 ２条第 ２項に規定する特定地方独立行政法人に対しては、
雇用関係助成金は支給されません。
●雇用関係助成金関係書類を郵送する場合は、郵送事故を防ぐため、簡易書留等、必
ず配達記録が残る方法により送付してください。また、申請期限までに到達してい
ることが必要です。

　原則として提出された書類により審査を行いますので、書類の不備や記入漏れがな
いよう、事前によくご確認ください。なお、助成金申請窓口でのご持参による受付も
引き続き行っています。

事業主の方へ
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Ⅱ　労働条件等関係助成金のご案内Ⅱ　労働条件等関係助成金のご案内

受給対象となる事業主・申請期間

留　意　事　項

中小企業事業主の範囲

・労働条件等関係助成金は主に中小企業事業主を対象としています。
・各助成金によって申請期間が異なりますのでご注意下さい。なお、対象事業主数は国の予算額に
制約されるため、申請期間中に受付を締め切る場合があります。

・中小企業事業主の範囲は、以下のとおりです。
資本金の額・出資の総額 常時雇用する労働者の数

小売業（飲食店を含む） ５，０００万円以下
ま
た
は

５０人以下
サービス業 ５，０００万円以下 １００人以下
卸売業 １億円以下 １００人以下
その他の業種 ３億円以下 ３００人以下

　職場環境の改善、生産性向上に向けた取組などに、ぜひ、ご活用ください。

・お問い合わせ先は各助成金によって異なります。（ハローワークでは申請を受け付けていないの
でご注意下さい。）
・偽りその他の不正行為により助成金の交付を受けた場合、交付決定の内容や付された条件に違反
した場合は、助成金の返還を求めることがあります。
　また、 ５年以下の懲役または１００万円以下の罰金に処せられることがあります

労働条件等関係助成金一覧
※助成金の財源は事業主拠出の労災保険料です。ただし、「業務改善助成金」は一般会計、「退職金共済制度に係る新規加入等掛金助
成」は労災保険料と雇用保険料の折半となっています。◆は、生産性要件を付与する助成金です。
※記載されている内容は概要です。詳細については、下記問い合わせ先にお尋ねください。

【問い合わせ先】　　富山労働局　雇用環境・均等室　企画　TEL　０７６－４３２－２７２８
　　　　　　　　　　　　　　　 労働基準部　健康安全課　TEL　０７６－４３２－２７３１
その他、各助成金に応じて、（独）労働者健康安全機構、（独）勤労者退職金共済機構が問い合わせ先となります。
　　　　　　　　　（独）高齢・障害・求職者支援機構　富山支部　TEL　０７６６－２６－１８８１

Ａ．生産性向上等を通じた最低賃金の引上げを支援するための助成金
１　業務改善助成金� 【労働局】
１－Ⅰ　業務改善助成金
　事業場内で最も低い労働者の賃金（事業場内最低賃
金）を引き上げ、生産性向上に資する設備投資等を行
う中小企業事業主に対して助成

【助成率】
　設備投資等に要した費用の ３ / ４ 〈 ４ / ５ 〉（※〈　〉は生産性要
件を満たす場合）
　なお、事業場内最低賃金９００円未満の事業場で助成対象となった
場合は、設備投資等に要した費用の ４ / ５ 〈 ９ /１０〉
【上限額】
　引き上げる賃金額および引き上げる労働者数に応じて３０万円～
６００万円
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Ｂ．労働時間等の設定改善を支援するための助成金

Ｃ．受動喫煙防止対策を支援するための助成金

Ｄ．産業保健活動を支援するための助成金

１－Ⅱ　業務改善助成金特例コース
　新型コロナウイルス感染症の影響により売上高等が
３０％以上減少している中小企業事業主に対して、令和
３年 ７月１６日から令和 ３年１２月３１日までの間に、事業
場内で最も低い労働者の賃金（事業場内最低賃金）を
３０円以上引き上げた場合に、生産性向上に向けた取組
の費用の一部を助成

【助成率】
３ / ４
【上限額】
引き上げた労働者数に応じて３０万円～１００万円

２ 　働き方改革推進支援助成金� 【労働局】
２－Ⅰ　労働時間短縮・年休促進支援コース
　労働時間の短縮や、年次有給休暇の取得促進に向け
た環境整備に取り組むことを目的として、外部専門家
によるコンサルティング、労務管理用機器等の導入等
を実施し、改善の成果を上げた事業主に対して、その
経費の一部を助成

【助成率】
　 ３ / ４ （事業規模３０名以下かつ労働能率の増進に資する設備・機
器等の経費が３０万円を超える場合は ４ / ５ を助成）
【上限額】
　成果目標の達成状況に基づき、最大２５０万円（一定要件の場合、
最大４９０万円）

２ －Ⅱ　勤務間インターバル導入コース
　勤務間インターバル制度を導入し、その定着を促進
することを目的として、外部専門家によるコンサルテ
ィング、労務管理用機器等の導入等を実施し、改善の
成果を上げた事業主に対して、その経費の一部を助成

【助成率】
　 ３ / ４ （事業規模３０名以下かつ労働能率の増進に資する設備・機
器等の経費が３０万円を超える場合は ４ / ５ を助成）
【上限額】
　インターバル時間数等に応じて、
　① ９時間以上１１時間未満　８０万円（一定要件の場合、最大３２０万円）
　②１１時間以上　１００万円（一定要件の場合、最大３４０万円）など

２ －Ⅲ　労働時間適正管理推進コース
　労務・労働時間の適正管理を推進することを目的と
して、外部専門家によるコンサルティング、労務管理
用機器等の導入等を実施し、改善の成果を上げた事業
主に対して、その経費の一部を助成

【助成率】
　 ３ / ４ （事業規模３０人以下かつ労働能率の増進に資する設備・機
器等の経費が３０万円を超える場合は、 ４ / ５ ）
【上限額】
　１００万円（一定要件の場合、最大３４０万円）

２ －Ⅳ　団体推進コース
　中小企業の事業主団体において、傘下企業の労働時
間短縮や賃金引上げに向けた生産性向上に資する取組
に対して、その経費を助成

【助成率】
　定額
【上限額】
　５００万円
　都道府県またはブロック単位で構成する中小企業の事業主団体
（傘下企業数が１０社以上）の場合は上限額１，０００万円

３ 　受動喫煙防止対策助成金� 【労働局】
　労働者の健康を保護する観点から、事業場における受動
喫煙を防止するための効果的な措置を講じた事業主に対し
て助成

【助成率】
　 ２ / ３ （飲食店以外は １ / ２ ）
【上限額】
　１００万円

４ 　産業保健関係助成金� 【（独）労働者健康安全機構】
４－Ⅰ　ストレスチェック助成金
　産業医の要件を備えた医師と契約し、ストレスチェ
ック等を実施した中小事業主の小規模事業場に対して
助成
①ストレスチェックの実施に対する助成
②ストレスチェック実施後の医師による面接指導・意
見陳述に対する助成

①従業員 １人につき５００円を上限として、その実費額
②医師による活動 １回につき２１，５００円を上限として、その実費額
　（一事業場につき年 ３回が限度）
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４ －Ⅱ　職場環境改善計画助成金
　ストレスチェック実施後の集団分析を踏まえ、
【事業場コース】
　専門家の指導に基づき、職場環境改善計画を作成・
実施した事業場に対して助成
【建設現場コース】
　専門家の指導に基づき、職場環境改善計画を作成・
実施した建設現場に対して助成

【事業場コース】
　１０万円を上限として、指導費用の実費額
　（将来にわたって １回限り）
【建設現場コース】
　１０万円を上限として、指導費用の実費額
　（同一年度同一県内の建設会社に １回限り）

４ －Ⅲ　心の健康づくり計画助成金
　メンタルヘルス対策促進員の助言・支援（訪問 ３回
まで）を受け、心の健康づくり計画（ストレスチェッ
ク実施計画を含む）を作成し、計画に基づきメンタル
ヘルス対策を実施した事業主に対して助成

一律１０万円
　（一企業につき将来にわたって １回限り）

４ －Ⅳ　小規模事業場産業医活動助成金
　中小事業主の小規模事業場が産業医等と契約して産
業医活動を実施した事業主に対して助成
【産業医コース】
　産業医の要件を備えた医師と産業医活動の全部また
は一部を実施する契約を締結し、実際に産業医活動が
行われた場合に助成
【保健師コース】
　保健師と産業保健活動の全部または一部を実施する
契約を締結し、実際に産業保健活動が行われた場合に
助成
【直接健康相談環境整備コース】
　産業医契約または産業保健師契約のいずれかに、契
約した産業医または保健師に労働者が直接健康相談で
きる環境を整備する条項を含めて締結し、労働者へ周
知した場合に助成

６か月あたり１０万円を上限として、その実費額
（一事業場につき将来にわたって ２回限り）

４ －Ⅴ　治療と仕事の両立支援助成金
　労働者の傷病の特性に応じた治療と仕事を両立でき
る制度の導入等を行った事業主に対して助成
【環境整備コース】
　新たに両立支援制度の導入を行い、かつ、両立支援
コーディネーターを配置した場合に助成
【制度活用コース】
　両立支援コーディネーターを活用し、両立支援制度
を用いた両立支援プランを策定し、実際に適用した場
合に助成

【環境整備コース】
　２０万円（ １回のみ）
【制度活用コース】
　２０万円（ １事業主あたり有期契約労働者 １人、雇用期間の定めの
ない労働者 １人の計 ２人まで）

４ －Ⅵ　副業・兼業労働者の健康診断助成金
　事業場が、副業・兼業労働者の健康確保のため、一
般健康診断を実施した場合に助成

　副業・兼業労働者 １人につき １万円を上限として、その実費額、
１事業場あたり１０万円が上限

４ －Ⅶ　事業場における労働者の健康保持増進計画助成金
　事業場が、「事業場における労働者の健康保持増進
のための指針」に基づき、健康保持増進計画を作成
し、健康保持増進措置を実施した場合に助成

　１０万円を上限として、健康測定・健康指導・研修等の費用の実費額
（将来にわたって １回限り）

Ｅ．安全な機械を導入するための補助金
５　高度安全機械等導入支援補助金� 【労働基準局安全衛生部安全課】
　近年の技術の進展に伴い開発されている安全機能を有す
る車両系建設機械を導入する中小企業に対して、必要とな
る費用の一部を助成

補助対象経費の １ / ２ または基準額のいずれか低い方の額
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Ｆ．高齢者の安全衛生確保対策を支援するための補助金

Ｇ．溶接ヒュームに係るフィットテスト実施のための補助金

Ｈ．退職金制度の確立等を支援するための助成

６　エイジフレンドリー補助金� 【労働基準局安全衛生部安全課】
　６０歳以上の高齢者を雇用する中小企業事業者を対象に、
安全衛生確保に係る取組について費用の一部を助成
（取組例）
　・身体機能の低下を補う設備・装置の導入
　・働く高齢者の健康や体力の状況の把握等
　・高年齢労働者の特性に配慮した安全衛生教育

間接補助対象経費の １ / ２ または１００万円のいずれか低い方の額

７ 　フィットテスト測定機器購入補助金� 【労働基準局安全衛生部化学物質対策課】
　事業者等の委託を受けて溶接ヒュームのフィットテスト
を実施する作業環境測定機関または特殊健康診断実施機関
に対して、フィットテスト測定機器の購入に要する費用の
一部を助成

【助成率】
　フィットテスト測定機器本体の購入に要する額（消費税は除く）
の １ / ２
【上限】
　①申請できる測定機器の台数は １事業場あたり １台まで
　②補助額の上限は １事業場あたり５０万円

８ 　中小企業退職金共済制度に係る新規加入等掛金助成� 【（独）勤労者退職金共済機構】
８－Ⅰ　一般の中小企業退職金共済制度に係る掛金助成
　中小企業退職金共済制度に新たに加入する事業主
や、既に同制度に加入している事業主が掛金月額を増
額する場合に、その掛金の一部を助成

【新規加入掛金助成】
　①対象労働者の掛金月額の １ / ２ （労働者ごとに上限５，０００円）
を、事業主が中退共制度に新たに加入してから ４か月目より １
年間控除

　② １週間の所定労働時間が同じ事業所に雇用される通常の労働者
と比べて短く、かつ３０時間未満の短時間労働者について、特例
掛金月額（掛金月額が２，０００円・３，０００円・４，０００円のいずれか）
が適用されている場合は、①の控除額に、掛金月額が２，０００円
の場合は３００円、３，０００円の場合は４００円、４，０００円の場合は５００
円を上乗せした額をそれぞれ控除

【掛金月額変更掛金助成】
　対象労働者の掛金月額の増額分（増額前の掛金月額と増額後の掛
金月額の差額）の １ / ３ の額を、増額した月より １年間、増額後の
掛金月額の納付額から控除（増額前の掛金月額が１８，０００円以下の場
合に限る）

８ －Ⅱ　建設業退職金共済制度に係る掛金助成
　建設業退職金共済制度に新たに加入する事業主また
は既に加入している事業主に対して、その掛金の一部
を助成

　対象労働者が建退共制度の被共済者となった月から１２か月相当分
の掛金額（日額３２０円）のうち５０日分の納付を免除

８ －Ⅲ　清酒製造業退職金共済制度に係る掛金助成
　清酒製造業退職金共済制度に新たに加入する事業主
または既に加入している事業主に対して、その掛金の
一部を助成

　対象労働者が清退共制度の被共済者となった月から１２か月相当分
の掛金額（日額３００円）のうち６０日分の納付を免除

８ －Ⅳ　林業退職金共済制度に係る掛金助成
　林業退職金共済制度に新たに加入する事業主または
既に加入している事業主に対して、その掛金の一部を
助成

　対象労働者が林退共制度の被共済者となった月から１２か月相当分
の掛金額（日額４７０円）のうち６２日分の納付を免除
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セレモニー向け生花祭壇の先駆け
先代からの人脈を丁寧につなぎ発展
株式会社マツダガーデンは昭和41（1966）年に生花店として富山市中心部で創業しました。店舗営業に
とどまらず、葬儀を中心とするセレモニーの生花祭壇を先駆けて展開。やがて県内各地に広まると、培っ
た実績とノウハウを生かしながら事業の柱へと成長させてきました。富山県花き商業協同組合理事長も
務める、代表取締役社長の松田宏之氏にこれまでの歩みや将来への思いを伺いました。

株式会社マツダガーデン
代表取締役社長　松田 宏之 氏

経験や花の知識なく起業
Ｑ.創業から56年、これまでの歩
みをお聞かせください。

　創業者の父は農家の長男に生
まれ、一般企業に勤めていまし
たが、起業を志して、昭和41年に
富山市一番町で生花店を始めま
した。花の知識も経験もなかった
のですが「少ない投資で始められ
る」というのが理由だったようで
す。当時は富山市に市場の制度
がなく、金沢で花を仕入れて販売
し、華道の先生からも注文を受
けて売上につなげていました。
　父は生花を使った祭壇に着
目。教本などはなく写真や映像
を参考に、前職の製図の知識を
生かしながら独学で自作したも
のを写真に撮って、葬祭業者に
売り込みました。葬儀の生花装

飾というと花立てぐらいだった
時代で、県内では先駆けでし
た。葬祭場での葬儀が主流にな
ると生花祭壇の採用も広がり、
受注が増えて事業の柱になりま
した。また、商業施設にテナン
ト出店したほか、一般社団法
人日本生花通信配達協会（現・
JFTD）に加盟してインター
ネット注文・配達に参入するな
どして、収益の安定化を図って
きました。
　私は幼少から花を身近に見て
育ち、高校生のときには配達な
どを手伝い、生花店経営に必要
な知識を学ぶ東京の専門学校に
進みました。卒業後は日本最大
級の花市場である大田花き場内
（東京都）の仲卸に就職し、全
国の花の流通、産地情報、大都
市での店づくりなど、直に見て

学びました。そのときの経験が
富山にＵターンしてからも役立
ち、今でも自分の財産です。

お客様の反応が励みに
Ｑ.２代目としてどのようなこと
に注力されてきましたか？

　県内でセレモニー向け生花祭
壇を手掛けているのは、当社の
ほか数社だけです。当社では富
山市内を中心に東は黒部市、西
は射水まで請けています。
　ホテルなどで開かれる「お別
れ会」なら予め花をそろえてお
くことができますが、葬儀は予
測ができませんから、急な注文
にも対応できるようそれなりの
在庫が必要です。毎回それを見
越して、できる限り不足したり、
余ったりしないようにと、仕入
れを行っています。限られた時

生花装飾の作業風景 葬儀用の生花装飾

経営者に聞く
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間内での制作には苦労もありま
すが、祭壇をご覧になったお客
様から良い反応をいただける
と、やりがいを感じます。
　柔軟な父のもとで、私も後に
入社した弟もやりたいことをさ
せてもらっていました。弟から
結婚式の生花装飾に参入する案
が出たときも父は反対すること
なく後押ししてくれました。
　代表取締役に就いてからの16
年は、新しい発想や事業をとい
うより、先代がつくり上げてき
たものをより良くして、守って
いかなくてはならないという一
心で仕事に取り組んできまし
た。葬祭会社をはじめ取引先と
のお付き合いも崩すことなく丁
寧に積み重ねていると、例えば
葬祭場新設の際には真っ先に声
をかけていただけるなど、商売
の広がりにつながることがある
もので、流れを継続していくこ
との大切さを実感しています。

生花の新たな可能性探る
Ｑ.今後の課題や将来に向けての
取り組みについてお聞かせく
ださい。

　コロナ禍で葬儀も家族葬など
に規模を縮小し、会食も省いて
執り行われることが多くなりま
したが、そのぶんの予算を花に
回すという傾向もみられまし

た。ご要望に応じて、使う花の
グレードを上げるなどして相応
の祭壇を制作し、お客様からも
好評でした。
　生花祭壇も今後バリエーショ
ンを増やしていくには技術的な
底上げも必要です。花屋は華や
かできれいというイメージがあ
りますが、実際には立ち仕事で
冷たい水を扱ったり、重いもの
を運んだりすることが多いの
で、ギャップに耐えられず、な
かなか定着しないという現実が
あります。そのなかで、花が好
きで発想力も豊かな従業員に支
えられてきました。
　人材育成という課題に向き合
いながらも、今あるベースを大
切に維持して、より健全な経営
体質を目指していきたいと思い
ます。そして、花を提供してく
ださる生産者の方々への感謝を
忘れることなく、生花の新たな
可能性も模索していきたいと考
えています。

親睦深める場を大切に
Ｑ.理事長を務める富山県花き商
業協同組合では、どのような
取り組みをされていますか？

　当組合は富山市公設地方卸売
市場内の生花、園芸関係事業者
で組織しています。平成元年の
設立に関わってきた父は初代理

事長を務めました。
　毎年、母の日や年末年始の時
期には展示会を開催し、必要な
花材、資材などの共同購買を行
うほか、コロナ禍前までは年１
～２回の研修旅行で組合員の親
睦と連帯を深めてきました。
　近年は花もインターネット取
引が主流となり、市場で組合員
同士顔を合わせることが減り、
さらにコロナ禍で忘年会や新年
会も自粛、総会も書面だけで集
まる機会もなくなりました。お互
いの考えや困りごと、悩みも見
えづらくなるもので、集まって親
睦を深める場の重要性を実感し
ています。組合の方向性を探る
上でも、状況が落ち着いたら復
活していくことを考えています。

弟らとゴルフで気分転換
Ｑ.休日はどのようにリフレッシュ
していますか？

　弟や取引先の方とゴルフを楽
しんでいます。ゴルフ好きだっ
た父に連れられて行ったのが始
まりで、Ｕターンしてから再開
しました。普段の仕事から離
れて自然のなかで過ごすのが、
いい気分転換になっています。
スコアが少しでも良くなると、
もっと練習すればもっと伸ばせ
るのではと考えて、ついまた練
習に熱が入ってしまいます。

まつだ・ひろゆき
昭和47年９月27日、富山市生まれ。
平成４年、JFTD学園日本フラワーカ
レッジ卒業後、大田花き場内仲卸を
経て、７年、株式会社マツダガーデ
ンに入社。10年、専務取締役、18年、
代表取締役社長に就任。平成30年、
富山県花き商業協同組合理事長に就
任、現在に至る。
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組合紹介

高岡地区陸運事業協同組合高岡地区陸運事業協同組合さんよりさんよりこんにちはこんにちは
　運送業界は人々の生活に欠かせない産業の １つであり、異なる業種同士を繋ぐインフラとしても
重要な役割を担っています。今回は、高岡地区の貨物自動車運送業で組織されている高岡地区陸運
事業協同組合をご紹介いたします。

◆組合の沿革
　昭和４３年１２月、高岡市、新湊市、氷見市、
射水郡（現：射水市）の貨物自動車運送事業者
により組合を設立。以来、共同輸送・相互配車
事業や燃料等の共同購買事業、金融事業など、
各種経済事業を積極的に実施してきました。
　昭和６３年には輸送貨物量の飛躍的な増加に
伴い共同施設を現在地に移転。配車センター
事務室やコンピューター室、研修室のほか、
浴場、休憩室、食堂など組合員向け厚生施設
を兼ね備えた管理棟を建設。隣接地には給油
施設、保管庫、大型駐車場を完備するなど、総
合的な大規模輸送基地の設置を実現しました。
　平成 ５年には組合と組合員とを結ぶネット
ワークシステムの運用を開始。多様化する荷
主のニーズや情報化時代に対応した配車セン
ター機能の強化を図ることで、共同輸送・相
互配車事業の効率化・迅速化を達成しました。

な売却益の確保や組合員企業の経費節減に寄
与しています。

◆「働き方改革」の推進に向けて
　貨物自動車運送業界では、トラック運転手
に対する勤務時間の猶予期間が終了するいわ
ゆる２０２４年問題への対応、長距離輸送の安定
的な継続が喫緊の課題となっています。
　組合では、働き方改革を推進するため委員
会組織を改編。長時間労働の是正や労働条件
の改善に向け、社会保険労務士及び業界専門
家を招いた研修会を定期的に開催していま
す。（今年度は中央会「組織化集中指導事業」
を活用しています）

組合　管理棟

「働き方改革」研修会の様子

◆新たな組合事業の実施について
　新型コロナウイルス感染症拡大の影響によ
る輸送貨物量の減少や原油価格の高騰を背景
に先行きが不透明な状況にあることから、昨
年度より「組合員が保有する車両等の共同販
売事業」を追加。組合員が保有するトラック
等の車両のうち、不要となった中古車両を組
合が高価で買い取り、販売することで、適正

◆今後の取り組み
　組合員の直面する課題に対応するため、ま
ずは組合員の企業体質改善・業務の合理化と
IT化を推進するとともに、荷主との合理的
な輸送と運賃交渉、そして中継輸送基盤の利
活用など安定的な輸送モデルの構築に向けて
積極的に取り組んでいきます。

◆組合概要
組 合 名 称　　高岡地区陸運事業協同組合
設　　　立　　昭和４３年１２月１２日
住　　　所　　射水市沖塚原７４７番地の １
理　事　長　　林　良策
組 合 員 数　　４７名
TEL ０７６６–８２–６０６０　　FAX ０７６６–８２–５００３



―　　―31

中央会いんふぉめーしょん

令和 ４年度通常総会を開催しました
　本会では、去る ５月３０日㈪に富山国際会議場 ２階多目的会議室において、第６７回令和 ４年度
通常総会を開催し、上程された ６議案すべてについて承認され、会長に高田順一氏（富山国際
交流促進事業協同組合）が ４期目の再任をされました。
　本年度事業計画では、組合支援にかかる各般の事業をはじめ、新たに、来年１０月から導入さ
れるインボイス制度に関連したテーマについて、中小企業組合や組合員企業を対象に専門家派
遣や講習会等の支援を実施するほか、外国人技能実習生日本語スピーチコンテストを実施する
ことが決定されました。

役　職　名 氏　　　名 所属・役職名
理事・相談役 黒　田　輝　夫 （協）中央通商栄会理事長
会 長 高　田　順　一 富山国際交流促進事業（協）理事
副 会 長 増　岡　一　郎 富山県中小企業融合化推進協議会会長

〃 廣　瀬　宏　一 三協アルミ（協）専務理事
〃 津　根　良　孝 富山県機械工業センター連合会会長
〃 渋　谷　　　武 富山県電気工事（工）理事長
〃 須　垣　貴　雄 富山県印刷（工）理事長

専 務 理 事 江　下　　　修 富山県中小企業団体中央会専従
常 任 理 事 中　井　敏　郎 （一社）富山県薬業連合会会長

〃 平　野　平　幸 富山市第三機械工業センター（協）理事長
〃 齊　藤　靖　弘 富山県豆富（商工）理事長
〃 村　家　　　博 富山県青果物商業（協連）会長
〃 長　沼　克　博 （協）富山問屋センター理事長
〃 古　木　準　一 富山県陸運事業（協連）会長
〃 上　野　宏　芳 （協）高岡問屋センター理事長
〃 川　合　誠　一 （一社）富山県食品産業協会会長
〃 藤　川　幸　造 富山県管工事業（協連）会長

理 事 石　川　勝　康 富山県製麺（協）理事長
〃 上　田　公　一 富山県農業機械商業（協）理事長
〃 大　浦　直　満 魚津企業団地（協）理事長
〃 金　山　　　明 黒部機械工業センター（協）理事長
〃 河　合　幸　弘 富山県電機（商）理事長
〃 川　尻　優　一 富山県水産物商業（協連）会長
〃 川　田　征　利 富山県ニット（工）理事長
〃 坂　井　彦　就 庄川峡観光（協）理事長
〃 酒　井　正　人 富山県生コンクリート（工）理事長
〃 島　津　弘　明 富山企業団地（協）理事長
〃 竹　中　伸　行 伝統工芸高岡銅器振興（協）理事長
〃 谷　　　一　雄 宮野工業団地（協）理事長
〃 谷　口　直　樹 魚津機電工業（協）理事長
〃 谷　﨑　公　治 富山県醤油味噌工業（協）理事長
〃 中　川　　　潔 富山県建築設計監理（協）理事長
〃 中　西　　　誠 中西グループ（協）理事
〃 橋　爪　宏　昌 富山県商店街振興組合連合会会長
〃 橋　本　雅　雄 富山県自動車車体整備（協）理事長
〃 松　田　治　男 富山県中古自動車販売（商工）理事長
〃 道　原　英　克 富山県共同店舗運営協議会会長
〃 室　谷　和　典 富山県中小企業青年中央会会長
〃 米　澤　政　幸 富山県木材（協連）会長
〃 渡　邊　一　三 富山県板金（工）理事長
〃 渡　邊　史　雄 婦中鉄工業団地（協）理事長

監 事 鈴　木　　　孝 （協）富山のれん会理事長
〃 中　村　　　満 婦中企業団地（協）理事長
〃 中　谷　健太郎 富山県公衆浴場業（生同）理事長
〃 花　嶋　弘　一 井波彫刻（協）理事長
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「労務改善セミナー」を開催しました
　本会では、働き方改革、税制、民法等の制度改正のほか、新型コロナウイルス感染症の感染
拡大の影響、BCP策定等の事業継続力強化、デジタル化、生産性拡大、事業再構築、事業承
継など、組合等の様々な課題に対応するため、講習会の開催や組合等への専門家派遣を行う
「制度改正等の課題解決環境整備事業」を実施しています。
　 ７月２８日㈭、富山県民会館（富山市）において、社会保険労務士の湊恒成氏を講師にお迎え
し、「最近の労働関連の法改正と実務対応」をテーマにセミナーを開催しました。
　セミナーでは、令和 ４年 ４月 １日から ３段階
で施行される改正育児介護休業法の概要や、中
小企業では令和 ４年 ４月から適用となった改正
労働施策総合推進法（通称パワハラ防止法）で
義務付けられた「職場におけるハラスメントを
防止するために講ずべき措置」の概要、加え
て、社会保険の段階的な適用の拡大について説
明が行われました。
　本事業に関するお問い合わせは、流通・労働
支援課までお願いいたします。 労務改善セミナーの様子

「インボイス対策セミナー」を開催しました
　令和 ５年１０月から、消費税の仕入税額控除の方式として適格請求書等保存方式（いわゆるイ
ンボイス制度）が導入されます。インボイス（適格請求書）を発行できるのは、「適格請求書
発行事業者」に限られ、この発行事業者になるためには事前に税務署への登録手続きが必要で
あり、令和 ３年１０月より事業者登録が開始されています。
　本会では、インボイス制度への事前準備や対策を支援するため、講習会の開催や組合等への
専門家派遣を行う「事業環境変化対応型支援事業」を実施しています。
　 ７月 ７日㈭、富山県総合情報センター（富山市）において、税理士の筏井陽子氏を講師にお
迎えし、「中小企業・小規模事業者が注意すべき消費税『インボイス制度』とは」をテーマに

インボイス対策セミナーの様子

セミナーを開催しました。
　セミナーでは、消費税の基本的な仕組みや、
適格請求書等保存方式の概要、制度改正による
実務への影響について具体的事例を交えながら
説明が行われました。
　インボイス制度は免税事業者を含め全ての事
業者に影響があり、早めの準備が必要です。
　本事業に関するお問い合わせは、流通・労働
支援課までお願いいたします。



―　　―33

令和元年度補正・令和３年度補正ものづくり・商業・サービス
生産性向上促進補助金（１０次締切分）採択結果について

１２次締切分は現在公募中です。申請をご検討中の方はものづくり補助事業公式ホームページ
「ものづくり補助金総合サイト」をご覧ください。

「外国人技能実習生スピーチコンテスト」を開催します
　外国人技能実習制度に基づく技能実習生は、風土や習慣の異なる日本での実習において日本
語による高いコミュニケーション能力が求められます。
　本会では、県内在住の技能実習生を対象に技能実習生の日本語能力の向上及びコミュニケー
ション能力の向上を目的とした日本語スピーチコンテストを開催いたします。
開催日時
　令和 ４年１１月 ３ 日（祝）　１３：００～１６：００
開催場所
　富山県民会館　４０１号室（富山市新総曲輪 ４－１８）
コンテスト内容
　県内在住の技能実習生による日本語スピーチコンテスト
　テーマ：自由（日本での生活や文化について、職場でのエピソード、自国について等）
　時　間： １人 ５分（前後 １分以上の誤差がある場合は減点）
応募資格
　応募時からコンテスト開催日まで県内に在留する技能実習生
表　　彰
　最優秀賞（ １名）、優秀賞（ ２名）、優良賞（ ３名）、特別賞（ １名）、参加賞
※詳細は本会ホームページをご覧ください。
※本事業に関するお問い合わせは、流通・労働支援課までお願いいたします。

　ものづくり・商業・サービス生産性向上促進補助金（一般型・グローバル展開型）の１０次締
切につきましては、令和 ４年 ２月１６日から令和 ４年 ５月１２日までの期間において応募を行った
ところ、全国で４，２９４者の申請がありました。全国採択審査委員会において厳正な審査を行っ
た結果、このうち、２，６１２者が採択され、富山県からは下記の３４者が採択となりました。

【１０次締切分採択事業者一覧】（受付番号順・敬称略）

・株式会社北越
・株式会社ファインカットセンター
・ユニオンテクノ株式会社
・片口歯科医院
・サンエイ紙工株式会社
・株式会社斉藤木工所
・タカハタ工業株式会社
・株式会社富山印刷
・いおざき印刷株式会社
・株式会社田中工業
・株式会社ゼフィール
・株式会社ナカニシ

・有限会社山田塗装所
・杉政貿易株式会社
・ホリデーアーチ合同会社
・株式会社ライテク
・株式会社中西鉄工所
・株式会社喜こころ
・中野合金株式会社
・株式会社上田合金所
・株式会社宮木建設
・株式会社島田商店
・株式会社庄川エンボース工業所
・株式会社エビークス

・有限会社晴柀鉄工所
・株式会社矢次工務店
・株式会社トミイチフーズ
・株式会社山森製鎖
・明太化成株式会社
・株式会社斉藤組
・株式会社翔南産業
・有限会社フランクフーズ
・株式会社松村精型
・株式会社籠瀬運輸
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組合だより
「第１４回水回りの困りごと出張相談所」を開催しました

富山市管工事協同組合

　富山市管工事協同組合（実施主体：同組合青年部）では、 ６月
１９日に第１４回となる「水回りの困りごと出張相談所」を開催しま
した。コロナ禍で ２年ぶりの開催となることから、今年は藤井富
山市長を訪問し、事業 PRもさせていただきました。
　今回は受付件数３０件に対し、青年部員１７名が対応し（１４回の累
計総訪問件数は４４１件！参加青年部員数はのべ３０３名！）、「どこに
頼んでいいか解らない」という多くの市民の方々の声にお応えし
てきました。
　元々この事業は富山市と当組合で「独居老人水道訪問相談」と
いう一人暮らしの高齢者宅を訪問し、水回りの相談に乗るボラン
ティア事業でしたが、個人情報保護の観点から中止。しかし、世
の中の「どこに頼んでいいか分からない」という要望に「組合青
年部が応えんまい！」として始めました。
　本事業は単純にボランティアを行うだけでなく、青年部員同士
の懇親、訪問時の対応方法など、相互のスキルアップも目的とし

藤井富山市長（中央左）に事業説明を行う
松下組合青年部部長（中央右）

「水回りの困りごと出張相談所」の様子

ています。
　青年部として、組合として、価値を高める事業を今後も継続し
ていきたいと考えております。

元気印！青年部・女性部

令和 ４年度通常総会を開催しました
富山県中小企業青年中央会

　 ５月２０日㈮、パレブラン高志会館において令和 ４
年度通常総会を開催し、上程された ５議案すべてに
ついて承認され、会長に室谷和典氏（協同組合高岡
食品業務団地青年部）が ２期目の再任をされました。
　通常総会終了後には、友好青年団体である（公
社）日本青年会議所北陸信越地区富山ブロック協議
会、富山県商工会議所青年部連合会の代表者をお招
きし、交流会を開催。席上にて、全国中小企業青年
中央会創立３０周年記念式典で優良組合青年部表彰を
受賞された ２組合について報告が行われました。

✿富山県管工事業（協連）青年部　✿富山県青年印刷人協議会
全国中小企業青年中央会創立３０周年記念　優良組合青年部表彰　受賞組合

役員名簿（令和 ４年 ５月２０日改選）
役職名 氏　名 所　　属
会　　長 室谷　和典 （協）高岡食品業務団地
副 会 長 朝日　重紀 富山県青年印刷人協議会
副 会 長 大庭　祐希 富山県鋳物工業（協）鋳青会
副 会 長 唐澤　隆弘 富山県管工事業（協連）青年部
副 会 長 黒田　保光 富山県電機（商）青年部
副 会 長 花崎　　誠 富山県電気工事（工）青年部
副 会 長 福澤　武典 富山県精密機械工業（協）若葉会
直前会長 松下　光信 富山県管工事業（協連）青年部
監　　事 佐々木大二 （協）富山問屋センター青年部会
監　　事 松田　　卓 富山県電気工事（工）青年部
監　　事 大浦　祐二 富山県土石（協業）若石会
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令和 ４年度組合女性部・女性経営者等セミナーを開催します
富山県中小企業レディース連絡会

　働き方が多様化する近年、ウェルビーイングの概念が広まっています。ウェルビーイングとは経
済的な豊かさに加えて、肉体的、精神的、社会的にも満たされている真の幸せを意味します。

組合Ｑ＆Ａ

利益相反取引における理事会の承認について

　このコーナーでは、日ごろ中央会へ多く寄せられる事業協同組合等の運営に関する質問について
回答とともに紹介します。

　理事と組合の間で利益が相反することとなる「利益相反取引」について、理事が理事
会の承認を受ける手続きについて教えてください。また、理事会の承認は、利益相反取
引に該当する取引ごとに受ける必要がありますか？

Ｑ

　原則として取引ごとに、「特別利害関係人」となる当該理事以外の出席理事により決
議を行います。
　利益相反取引を行おうとする理事は、理事会において、当該取引の承認議案に際して
は「特別利害関係人」となるため、当該議案の定足数に算入されず、議決権も停止され
ることとなります。したがって、決議はそれ以外の出席理事によって行われ、その過半
数の同意を得ることにより、理事会の承認を受けた有効な取引となります。
　なお、理事会において承認された利益相反取引が実際に行われた場合、当該理事は、
取引後遅滞なく、取引についての重要な事実を理事会に報告する義務があり、実施され
た取引が理事会承認の範囲内に入っているか否かを自ら承認する必要があります。
　理事会による利益相反取引の承認は、個々の取引についてなされるのが原則ですが、
反復継続して同種の取引がなされる場合については、取引の種類・数量・金額・期間等
を特定して包括的に行っても構いません。

Ａ

　子育て中のママでも誰でも自分らしく活躍できるウェルビーイングな働
き方や、幸せ経営の実現についてセミナーを開催いたします。是非ご参加
ください。

開催日時
　令和 ４年 ９月１４日㈬　１３：００～１５：００
開催場所
　とやま自遊館　 ３階　神通（富山市湊入船町 ９番 １号）
テーマ及び講師
　「ママでも誰でも活躍できる、ウェルビーイングな働き方をめざして」
　　㈱ウエブル　代表取締役　増子　愛 氏
　「幸せ経営の実現に向けて」
　　㈱商工組合中央金庫富山支店長 /高岡支店長　鈴木　庸寛 氏

※お申込み、詳細は中央会ホームページをご覧ください。

増子　愛（ますこめぐみ）氏
プロフィール
　富山市出身。２０１６年、リモ
ートワーク・フレックスタイ
ムのWEB制作会社「ウエブ
ル」を設立。
　地方×都会×子育てをキー
ワードに、時間的・物理的制
約に縛られず、ママでも誰で
も力を発揮できる働き方を追
求している。
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　ほっと一息

　昭和４８年 ９ 月１０日に開催された第７１回国会で「屋外広告物
法の一部改正案」が参議院を通過し、「屋外広告業」が定義
づけられるとともに、屋外広告業者の届出制度が創設されま
した。
　業界ではこの改正を歓迎し、同月開催の日本屋外広告業団
体連合会の理事会において ９月１０日を「屋外広告の日」と定
め、翌年の昭和４９年からは、屋外広告業の振興と遵法精神の
涵養を目的に「屋外広告の日キャンペーン」を開始しました。
　平成２２年度には国土交通省が ９月 １日から１０日までを「屋
外広告物適正旬間」と設定し、屋外広告物の適正管理の促進
に向けた意識啓発に取り組むこととしたため、業界としても

９ 月１０日は「屋外広告の日」です

　本年度の ４月より本会で勤務しております。 ３月末まで学生だったため、社会経験に乏しく、わからないことだら
けですが、業務内容や社会人としてのマナーを日々学んでおります。
　大学では、観光サークルに所属し、旅行は、年 ３回長期休暇の際に行っていました。特に印象に残っているのは、
小豆島で、うどんの手打ち体験や二十四の瞳映画村、マルキン醤油記念館、オリーブ公園、エンジェルロードといっ
たような魅力的な観光スポットが多く、 ３年以上前に行ったのですが、今でも記憶に鮮明に残っているので、コロナ
禍が落ち着き次第再度訪れたいと思っています。

事務局ペンリレー
「趣味の変遷」

令和 ４年度「屋外広告の日」ポスター

富山県中小企業団体中央会
主事　竹田　　樹

　また、私事になりますが、今年自動車を購入しました。私にとっては人生最大の買
い物です。学生時代から自動車の免許は持っていたのですが、都市部の大学に通って
いたため、乗る機会があまりなく、自動車を持っていませんでした。
　休日は、目的地を決めずにドライブをしていることが多いです。目的地を決めない
ので、いつの間にか山の中を走っていたり、森林の中を走っていたり、海の近くを走
っていたりといったこともあり、あまり知らないところに着いてしまうという醍醐味
もあります。
　まだまだ力不足でわからないことだらけですが、一日でも早く組合の皆様の力にな
れるように日々精進していきたいと思います。
　どうぞよろしくお願い致します。

これに協賛し、良好な景観の形成に向けて、屋外広告物の清掃活動や安全点検を行っています。
� （情報提供：富山県屋外広告美術協同組合）
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注意）不正受給への対応について
助成⾦の受給後に不正受給が発覚した場合、受給した助成⾦の返還に加え、延滞⾦、返還額の２割

に相当する額を⽀払う義務を負うほか、事業主名の公表、一定期間の各種助成⾦の不⽀給措置等がとら
れます。

不正受給は絶対になさらないでください。

⾼年齢者の雇⽤の安定に資する措置を講じる事業主の⽅に、国の予算の範囲において、
以下の助成⾦を⽀給しています。

65歳超継続雇⽤促進コース
令和４年４⽉１⽇以降に就業規則等により65歳以上への定年の引上げ、定年の定めの廃⽌、希望者全員を対象とする66歳

以上までの継続雇⽤制度の導⼊、他社による継続雇⽤制度の導⼊のいずれかの措置を規定し、当該就業規則の改定等につい
て専門家等に委託し経費を⽀出したことなど一定の要件に当てはまる事業主に、対象被保険者数、定年年齢を引上げる年数
等に応じて、以下の額を⽀給します。

・定年の引上げ⼜は定年の廃⽌、継続雇⽤制度の導⼊

・他社による継続雇⽤制度の導⼊

⾼年齢者評価制度等雇⽤管理改善コース
認定された雇⽤管理整備計画に基づき⾼年齢者雇⽤管理整備措置を実施した場合の、当該措置の実施に必要な専門家への

委託費等及び当該措置の実施に伴い必要となる機器、システム及びソフトウエア等の導⼊に要した経費を⽀給対象経費（注）
とし、⽀給対象経費に60％（中小企業事業主以外は45％）を乗じた額を⽀給します。
なお、生産性要件を満たす事業主の場合は、⽀給対象経費の75％（中小企業事業主以外は60％）を乗じた額となります。

（注）その経費が50万円を超える場合は50万円。
なお、企業単位で１回に限り、経費の額にかかわらず、当該措置の実施に50万円の費⽤を要したものとみなします。

⾼年齢者無期雇⽤転換コース
認定された無期雇⽤転換計画に基づき50歳以上かつ定年年齢未満の有期契約労働者を無期雇⽤労働者に転換させた事業主

に対して、対象労働者１人につき48万円（中小企業事業主以外は38万円）を⽀給します。
なお、生産性要件を満たす場合は対象労働者１人につき60万円（中小企業事業主以外は48万円）となります。
また、対象労働者は１⽀給年度（４⽉〜翌年３⽉まで）１適⽤事業所あたり10人までとなります。

※ 助成⾦の受給のためには、⾼年齢者等の雇⽤の安定等に関する法律（昭和46年法律第68号）第８条又は第９条第１項の
規定と異なる定めをしていないことなど、一定の要件を満たす必要があります。

⾼年齢者雇⽤管理整備措置の種類 ⽀給対象経費
イ ⾼年齢者に係る賃⾦・人事処遇制度の導⼊・改善

○ ⾼年齢者の雇⽤管理制度の導⼊等（労働協約又は就業規則の作成・
変更）に必要な専門家等に対する委託費、コンサルタントとの
相談に要した経費

○ 上記の経費の他、左欄の措置の実施に伴い必要となる機器、
システム及びソフトウエア等の導⼊に要した経費
（計画実施期間内の６か⽉分を上限とする賃借料 または
リース料を含む）

ロ 労働時間制度の導⼊・改善
ハ 在宅勤務制度の導⼊・改善
ニ 研修制度の導⼊・改善
ホ 専門職制度の導⼊・改善
ヘ 健康管理制度の導⼊
ト その他の雇⽤管理制度の導⼊・改善

独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構
富山支部 ⾼齢・障害者業務課 TEL︓0766-26-1881

※当コースは、令和４年度から申請受付期間が変更になりました。
申請は、定年引上げ等の実施日が属する月の翌月から起算して、４か月以内の各月月初から
５開庁日までに、必要な書類を添えて申請窓口へ提出してください。

※令和３年３月31日までに支給申請を行い70歳未満の取組みにより本コースを受給した事業主が、
70歳以上の措置を導入した場合は、上記助成額から既受給額を差し引いた額を助成します。

※複数の取組みを実施した場合であっても、支給額はいずれか高い額のみとなります。
（注）旧定年年齢、旧継続雇用年齢、他の事業主における旧継続雇用年齢が、７０歳未満の場合に

支給します。
支給上限額 １０万円 １５万円

６６～６９歳
への継続
雇用の引
上げ

７０歳以上
への継続
雇用の引
上げ（注）

措置内容

ここのの度度、、当当機機構構ホホーームムペペーージジにに、、助助成成金金制制度度のの説説明明動動画画をを公公開開いいたたししままししたた。。
各各助助成成金金のの「「支支給給申申請請のの手手引引きき」」ととああわわせせててごご確確認認くくだだささいい。。 https://youtu.be/qxQxzkvsjYc

動動画画ははここちちらら↓↓
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工場　：　入善・大沢野・八尾

「「誠誠実実、、努努力力、、そそししてて創創造造」」

代表取締役会長　　津根　良孝
代表取締役社長　　津根　良彦

富山県富山市婦中町高日附852番地　婦中機械工業センター内

　TEL (076) 469-3330　FAX (076) 469-5244　　URL　https://www.tsune.co.jp　
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